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本編は、１人の架空の人事リーダーA田氏、Works編集部、有識者の対話によっ

て進行していく。A田氏は、フューチャーセッション（以下FS）に参加いただい

た人事リーダー30人の代弁者である。A田氏の目線を通じて、FSで人事リー

ダーたちが実際に辿った思考プロセスの追体験をしていただきたい。

＊フューチャーセッション（FS）とは
フューチャーセッションは、複雑な問題を解決するために、企業・行政・
NPOなどの壁、組織内の部署の壁、専門領域の壁など、立場の違いを超え
て対話することにより、協調と行動を創発する場。参加者それぞれがそれ
ぞれの言葉を傾聴し合い、未来に向けての関係性とアイデアを生み出す
ことを目的とする。

Text ＝ 入倉由理子（4～21P）　　Photo ＝ 井上 淳（11P、12P）、刑部友康（6P）、笹木 淳（17P）、鈴木慶子（14P）、平山 諭（5P、8P、20P、21P）　　Illustration ＝ 寺嶋智教

○次ページからの構成

日本型雇用に対する人事リーダーたちの本音とは

　本誌では、132号（2015年10月発行）より、「シリーズ雇用再

興」に取り組んでいる。シリーズ第1回「日本型雇用によって

失われたもの」では、新卒一括入社、定年退職、年次別管理が

行われ、メンバーシップを重視する日本型雇用システムが、

既に制度疲労を起こしていることについて言及した。

　日本型雇用は、非正規など不安定雇用の増加、企業内の中

高年社員の雇用保蔵、新分野への人材の流動性の低さと

いった、雇用のなかに閉じた問題だけではなく、教育、税や

社会保障、家族や地域社会のありようにもさまざまな影響

を与えている。その問題や影響を総括し、長期的な雇用保障

と引き換えに個人が自らのキャリアと人生をハンドリング

する力を失った、と指摘した。

　また、そうした現状を踏まえ、働く個人50人に「10年後の正

社員」のありようとはどのようなものか、対話してもらった。

私たちの疑問は、働く個人は既存の日本型雇用の枠組みを望

んでいるのだろうか、変化を受け入れられるのだろうか、とい

うことだった。50人の「集合知」として導き出されたのは、

「もっと自分の人生を自らの力でハンドリングしたい」という

希求だった。次ページ以降で詳述するが、場所や時間にしばら

れない自由な働き方や、企業よりもパワーを持つ強い個人、組

織を超えて社会課題に取り組む個人、生涯現役で学び続ける

個人、といったありようが増えていくだろう、そしてそういう

社会を希望している、という声が続々と上がったのである。

　日本型雇用は、深く、隅々まで私たちの社会、仕事、生活

にしみ込んでいる。ところが、それに対して違和感を持つ

個人が生まれつつある。それが、シリーズ第1回で私たち

が得た結論だった。

　そして、シリーズ第2回の今回は、人事の方々の本音を聞

こうと試みた。問いは、「人事は日本型雇用を守りたいの

か」。問いに対する答えを導くために、大手企業を中心とす

る人事リーダー30人に、対話していただいた。個人が描く

未来の働き方は、現状の日本型雇用が提供する枠組みとは

大きく乖離している。そこにある溝は埋められるのか。埋め

る必要はあるのか。埋めるならば、企業はどのように変われ

ばよいのか。その変化は実現可能か――。

　本企画はその対話の場で、実際に人事の方々の口から出て

きた、より自由な働き方を望む個人の声への反論や疑問を取

り上げ、別途、さまざまな人にそれへの解をいただいたもの

をまとめた。「構成はフィクションだが内容はノンフィク

ション」である。

 「本当に多様な働き方、自由な働き方を求める人は増えてい

るのか」。そんな、人事の疑念からこの特集はスタートする。

そうした疑念が、特集の終わり（現実の、30人の人事リーダー

の対話の終わり）では大きく変化する。そのとき彼らは何を

思うのか。何をしようと考えるのか。その変化に、乞うご期待

である。　　　　　　　　　　　　　本誌編集／入倉由理子

はじめに

本型雇用を日日
守りたいのか
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Works編集部（以下、Works）：シ

リーズ第１回の、働く個人50人が集

まったFSの振り返りをしたいと思い

ます。2015年8月に、大手企業やベン

チャー企業勤務、会社経営、フリーラ

ンス、派遣スタッフなど多様な働き

方の個人50人に集まっていただき、

「新しい正社員像」を考えてもらいま

した（下写真）。長期雇用を前提とし

た日本型雇用による安心の提供を続

けてほしいのか。その解は、「もっと

自律的に自分の人生をハンドリング

したい」でした。

人事リーダーＡ田氏（以下、Ａ田）：

「もっと自律的に自分の人生をハン

ドリングしたい」とは、具体的にどの

ような働き方なのでしょうか。

Works：具体的には、右ページ表の

４つの新しい正社員像が導き出さ

れました。働く人たちの志向がグ

ローバルになったり、コミュニティ

に寄っていったり、また、自由な働

き方を求めたり、というように変化

することによって、さまざまなタイプ

が登場します。そのうちの代表的な

４つというわけです。たとえば、「海

辺のクラウド社員・旅人さん」のよう

に、自らのスキルを武器にしたり、

「７つの顔を持つ社員・複顔さん」の

ように副業を持ったりするなど、一

組織にしばられずに働く人が増え、

活躍するだろう、と考えました。

　興味深かったのは、安定した生活

を求める人も確実にいることです。

しかし、安定志向に向かったとして

も、現在の多くの正社員たちのよう

に、１つの組織のみに所属し、そこに

フルコミットする未来を見ている人

はいませんでした。ライフの充実を

いちばんに考えながら、組織や社会

Ａ田：ただ、これはマジョリティの意

見ではないのではないですか。私が

所属するような大企業では、「この

会社で勤め上げたい」という社員は

まだまだ多いですし、離職率も低い。

そして、新卒の就職人気ランキング

では今でも大手企業が上位に名を連

ねています。どうしても、実感がわき

ません。実際に、そういう人たちは出

てきているのでしょうか。

Works：ETIC．代表の宮城治男さん

に、この質問に答えていただきます。

の課題を解決しようとする貢献意識

を持つ「ソーシャルアクション社員・

共生さん」、あるいは安定して生涯働

き続けるために、新しい技能を学び

続けようとする「社会人学生社員・楽

習さん」が増えると言っています。

　そこには、日本型雇用が提供し

てきた長期的な雇用の保障による

「ジョブセキュリティ」により安心を

得ようとするのとは、異なる形での

「人生の安心＝ライフセキュリティ」

を自ら構築したいとする意識が見

えました。多かれ少なかれ、働く時

間、場所、期間、所属する組織に自由

度と可変性を求め、会社以外の地

域、社会、自分の生活を大切にした

い、それらの会社以外のものとのつ

ながりによって安心を実現したい

ということです。もしも、彼らの望

みをかなえようとするならば、企業

が、従来とは別のものを与えられる

ようになる必要があります。

◆個人はどのような働き方、生き方を希求しているのか

「もっと自由に働きたい」個人は、
本当に増えているのか

◆既に多様な働き方、生き方の実例は出てきているのか

自分で自分の人生を
ハンドリングしたい個人

「もっと自律的に自分の人生をハンドリングしたい」。
そのように個人が考えているという我々の前提は、どれくらい真実なのか。
前回のFSを振り返りながら、個人の価値観の変容について考える。

組織の内内外の課題を周囲の人と
一緒に解解決することに興味を持つ。
ライフのの充実がいちばん

高い専門門能力を持ち、
仕事に前前向き。一方で
社会課題題の解決や
コミュニニティの参加にも積極的

生涯現役役で、自分の技術や
スキルをアップしていくことに
最大の興興味を持ち、学び続ける

スーパーーな能力を武器に、
一組織にに縛られず働く。
いつでももどこでも高い
パフォーーマンスを出す

旅人さん
海辺のクラウド社員

複顔さん
７つの顔を持つ社員

共生さん
ソーシャルアクション社員

楽習さん
社会人学生社員

【働き方】 必要とされれば、世界のどこにいても必要な時間働く
【望む給与】 激高
【会社にもたらされる価値】イノベーティブな知恵、卓抜した行動力、
ネットワークによる難度の高いプロジェクトの実現
【出没スポット】マチュピチュ

【働き方】 メインの仕事に９時～５時でフルコミット。
２枚目、３枚目の名刺を持って、複業や社会・地域活動に参加
【望む給与】 専門能力に応じて、そこそこ
【会社にもたらされる価値】
地域コミュニティや異なる仕事から得られる知恵、ネットワーク
【出没スポット】地域のお祭り

【働き方】 日に数時間だが、その時間はコミット。積極的に現場の改善に
努める。仕事以外の時間を周囲の人とのライフシェアに使う
【望む給与】 時間に応じてそこそこ
【会社にもたらされる価値】集合知による現場の生産性アップ
【出没スポット】コストコ

【働き方】 基本はフルタイム勤務。夜や休日に学校に通う
時に休職してがっちり学ぶ
【望む給与】 スキルアップした分、給与アップを実現していきたいと考える
【会社にもたらされる価値】
新しいスキル、知識アカデミックなネットワーク
【出没スポット】大学院
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Works編集部（以下、Works）：シ

リーズ第１回の、働く個人50人が集

まったFSの振り返りをしたいと思い

ます。2015年8月に、大手企業やベン

チャー企業勤務、会社経営、フリーラ

ンス、派遣スタッフなど多様な働き

方の個人50人に集まっていただき、

「新しい正社員像」を考えてもらいま

した（下写真）。長期雇用を前提とし

た日本型雇用による安心の提供を続

けてほしいのか。その解は、「もっと

自律的に自分の人生をハンドリング

したい」でした。

人事リーダーＡ田氏（以下、Ａ田）：

「もっと自律的に自分の人生をハン

ドリングしたい」とは、具体的にどの

ような働き方なのでしょうか。

Works：具体的には、右ページ表の

４つの新しい正社員像が導き出さ

れました。働く人たちの志向がグ

ローバルになったり、コミュニティ

に寄っていったり、また、自由な働

き方を求めたり、というように変化

することによって、さまざまなタイプ

が登場します。そのうちの代表的な

４つというわけです。たとえば、「海

辺のクラウド社員・旅人さん」のよう

に、自らのスキルを武器にしたり、

「７つの顔を持つ社員・複顔さん」の

ように副業を持ったりするなど、一

組織にしばられずに働く人が増え、

活躍するだろう、と考えました。

　興味深かったのは、安定した生活

を求める人も確実にいることです。

しかし、安定志向に向かったとして

も、現在の多くの正社員たちのよう

に、１つの組織のみに所属し、そこに

フルコミットする未来を見ている人

はいませんでした。ライフの充実を

いちばんに考えながら、組織や社会

Ａ田：ただ、これはマジョリティの意

見ではないのではないですか。私が

所属するような大企業では、「この

会社で勤め上げたい」という社員は

まだまだ多いですし、離職率も低い。

そして、新卒の就職人気ランキング

では今でも大手企業が上位に名を連

ねています。どうしても、実感がわき

ません。実際に、そういう人たちは出

てきているのでしょうか。

Works：ETIC．代表の宮城治男さん

に、この質問に答えていただきます。

の課題を解決しようとする貢献意識

を持つ「ソーシャルアクション社員・

共生さん」、あるいは安定して生涯働

き続けるために、新しい技能を学び

続けようとする「社会人学生社員・楽

習さん」が増えると言っています。

　そこには、日本型雇用が提供し

てきた長期的な雇用の保障による

「ジョブセキュリティ」により安心を

得ようとするのとは、異なる形での

「人生の安心＝ライフセキュリティ」

を自ら構築したいとする意識が見

えました。多かれ少なかれ、働く時

間、場所、期間、所属する組織に自由

度と可変性を求め、会社以外の地

域、社会、自分の生活を大切にした

い、それらの会社以外のものとのつ

ながりによって安心を実現したい

ということです。もしも、彼らの望

みをかなえようとするならば、企業

が、従来とは別のものを与えられる

ようになる必要があります。

◆個人はどのような働き方、生き方を希求しているのか

「もっと自由に働きたい」個人は、
本当に増えているのか

◆既に多様な働き方、生き方の実例は出てきているのか

自分で自分の人生を
ハンドリングしたい個人

「もっと自律的に自分の人生をハンドリングしたい」。
そのように個人が考えているという我々の前提は、どれくらい真実なのか。
前回のFSを振り返りながら、個人の価値観の変容について考える。

組織の内内外の課題を周囲の人と
一緒に解解決することに興味を持つ。
ライフのの充実がいちばん

高い専門門能力を持ち、
仕事に前前向き。一方で
社会課題題の解決や
コミュニニティの参加にも積極的

生涯現役役で、自分の技術や
スキルをアップしていくことに
最大の興興味を持ち、学び続ける

スーパーーな能力を武器に、
一組織にに縛られず働く。
いつでももどこでも高い
パフォーーマンスを出す

旅人さん
海辺のクラウド社員

複顔さん
７つの顔を持つ社員

共生さん
ソーシャルアクション社員

楽習さん
社会人学生社員

【働き方】 必要とされれば、世界のどこにいても必要な時間働く
【望む給与】 激高
【会社にもたらされる価値】イノベーティブな知恵、卓抜した行動力、
ネットワークによる難度の高いプロジェクトの実現
【出没スポット】マチュピチュ

【働き方】 メインの仕事に９時～５時でフルコミット。
２枚目、３枚目の名刺を持って、複業や社会・地域活動に参加
【望む給与】 専門能力に応じて、そこそこ
【会社にもたらされる価値】
地域コミュニティや異なる仕事から得られる知恵、ネットワーク
【出没スポット】地域のお祭り

【働き方】 日に数時間だが、その時間はコミット。積極的に現場の改善に
努める。仕事以外の時間を周囲の人とのライフシェアに使う
【望む給与】 時間に応じてそこそこ
【会社にもたらされる価値】集合知による現場の生産性アップ
【出没スポット】コストコ

【働き方】 基本はフルタイム勤務。夜や休日に学校に通う
時に休職してがっちり学ぶ
【望む給与】 スキルアップした分、給与アップを実現していきたいと考える
【会社にもたらされる価値】
新しいスキル、知識アカデミックなネットワーク
【出没スポット】大学院
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宮城：私は、キャリア官僚の３年目研

修の講師を担当して８年になります。

社会起業家について、８年前に話し

たときには、ピンとくるまで時間が

かかる官僚が多かった。今では、最初

から目を輝かせて聞いてくれます。

官僚はそもそも社会を変えていく、

という社会起業家とマインドセット

がとても近くあるべき人たち。昔の

官僚は、もしかすると「いい大学を出

たので自動的に」なっている人が多

かったかもしれませんが、今の官僚

は「社会起業も、官僚も、社会を変え

る仕事として同列」であることに気

づいているのだと思います。

　あるいは、2011年の東日本大震災

以降に、私たちは東北の経営者を支

援するために人材を送り込む「右腕

プロジェクト」を立ち上げました。大

手企業勤務者を中心に、130プロジェ

クトに230人を派遣しました。うち６

割は、継続雇用されたり、起業するな

どして現地に残っています。

　かつて、会社を辞めて地方に移住

するといえば、都会での競争に疲れ

た人が癒やしを求めて、といった

「競争からの離脱」のイメージが強

かった。しかし、かなり優秀な、大手

企業でも大活躍していけるような人

材が、会社を辞めて、喜んで地方に

行く例は、俄然増えました。会社か

らすれば優秀な人材に辞めてほしく

ありませんから、右腕プロジェクト

では、派遣期間中の給与を負担し

たり、大手企業のなかには、数年後に

戻れるように休職制度を新たに設け

るケースもあったのです。私たちが

対象としてきたのは、以前はごく少

数の「変わった人」たちでしたが、今

や、企業や社会で活躍する「普通の

人」「真っ当な人」たちが抵抗なく私

たちと活動してくれているのです。

Ａ田：これは、日本だけの現象です

か。東日本大震災の影響はやはり強

いのでしょうか。

宮城：私は、2011年に世界経済フォー

ラムの40歳以下の世界のリーダーを

集めたヤング・グローバル・リーダーズ

に選んでいただきました。そこで世界

中の若いリーダーたちと会話したと

き、どこの国のリーダーとも違和感が

まったくないのです。考えてみれば当

然で、私たちはインターネットによっ

て同じ情報を共有しているし、全世界

どこにいてもほぼ同じリソースにア

クセスできる。社会や未来に対する価

値観が同世代では世界中変わらない、

世界共通のうねりのようなものが起

こっているのだと思います。

Ａ田：なるほど……。そういう人が増

えてくるのならば、彼らに向けた制

度や施策も必要になります。そうで

ないと、優秀な人材を逃す可能性が

ありますね。

宮城：もちろん、今後も実際に自ら業

を起こし、社会起業家となる人が、急

増するわけではないでしょう。ただ

彼らは従来の壁を突破することに

よって、先駆けとして社会に大きな

インパクトを与えます。そんな彼ら

が「氷山の一角」であったとしても、

その挑戦に共感して、企業で働きな

がらプロボノのように専門性を活か

して社会課題解決に乗り出す人、ボ

ランティアに継続的に参加する人な

どがこれから加速度的に増えるで

しょう。実は水面下で、社会の課題を

解決することに自分も当事者として

かかわりたい、貢献したい、という思

いを秘めて、気づきやアクションの

きっかけを待つ膨大な数の人々が存

在するのではないでしょうか。

ETIC．は1990年代から、大学生や若者

に、「大手企業に就職する」以外の選択

肢に気づくための機会を提供してき

ました。大手企業に就職し、安定を得

たい、というのとは異なる価値観の

人々は増えていると思いますか。

宮城治男氏（以下、宮城）：私は1972

年生まれです。学生時代の1993年に

ETIC．を立ち上げているのですが、そ

のころ、既に潜在的には日本型雇用

に納得していない層が、多数派では

ないですが存在しました。明治時代

から戦後、高度成長が終わるまでの、

皆同じ方向を向いて頑張れば報われ

る、という価値観に対してモチベー

ションを感じられる人ばかりではな

くなっていたのです。

　ETIC．が1994年に開催した学生向

けイベントは、「就職ちょっと待った

シンポジウム」。「いい大学に入って

卒業したならできるだけ大きくて安

定した“いい会社”に入るべき」という

価値観を持つ人に対して、「本当にそ

れしかないのか、それ以外の選択肢

はないのか」を問いかけました。まだ

学生起業とか、ソーシャルベンチャー

などという言葉もなく、いちばんと

がった、問題意識のある若者に刺さ

るのがあえて選ぶ「大手以外への就

職」だったのだと思います。

　ですからETIC．は当初は、ベン

チャー企業へのインターンシップが

中心的な活動でした。「大手以外への

就職」という道への気づきを提供し

たかったのです。

　そして、1990年代の終わりごろに

は、ITバブルがやってきて、学生、ある

いは若手が、就職せずにいきなり起業

するという事例が少しずつ増えて

いったのです。いよいよ、ベンチャー

を本気で「やってみる時代」の到来で

す。その後、2000年代になると、社会

起業、ソーシャルアントレプレナー

という概念が広まり始めました。私

たちETIC．の事業の柱も、社会起業

家の育成に変化してきました。ITな

どのベンチャーを起こす、というの

はいってみれば、社長をやる人が主

役なのです。一方で、社会起業家と

は、あくまでも社会の課題を解決す

ることが主題。そこには自分の成功

への執着がほとんどない、という特

徴があります。米国同時多発テロ、

リーマンショック、そして東日本大震

災。2000年代に入ってから起こっ

た数々の「事件」によって、「自分」

中心から「社会」中心へと、心が動い

ていった人がたくさんいるのは間違

いないと思います。

　私たちがやってきたことは、社会

の先端にいる人々の価値観の変化の

顕在化です。その対象者は、1990年代

初めにはゼロに近いほど少ないもの

でしたが、今、その数は増え、うねり

は大きくなっています。

Ａ田：実際にどんな人が出てきてい

るのですか。

社会の先端の「変な人」が
確実に増えている

国境を超えて広がる
新しい価値観

喜んで地方に行く
優秀な人たち

Miyagi Haruo_NPO法人ETIC. 代表理事。1993年、早
稲田大学在学中に学生起業家の全国ネットワーク「ETIC.
学生アントレプレナー連絡会議」を創設。2000年にNPO
法人化、代表理事に就任。社会起業家の育成、輩出、地域
における人材育成にも取り組む。2011年、世界経済
フォーラム「ヤング・グローバル・リーダーズ」に選出。文部
科学省参与。

宮城治男氏
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宮城：私は、キャリア官僚の３年目研

修の講師を担当して８年になります。

社会起業家について、８年前に話し

たときには、ピンとくるまで時間が

かかる官僚が多かった。今では、最初

から目を輝かせて聞いてくれます。

官僚はそもそも社会を変えていく、

という社会起業家とマインドセット

がとても近くあるべき人たち。昔の

官僚は、もしかすると「いい大学を出

たので自動的に」なっている人が多

かったかもしれませんが、今の官僚

は「社会起業も、官僚も、社会を変え

る仕事として同列」であることに気

づいているのだと思います。

　あるいは、2011年の東日本大震災

以降に、私たちは東北の経営者を支

援するために人材を送り込む「右腕

プロジェクト」を立ち上げました。大

手企業勤務者を中心に、130プロジェ

クトに230人を派遣しました。うち６

割は、継続雇用されたり、起業するな

どして現地に残っています。

　かつて、会社を辞めて地方に移住

するといえば、都会での競争に疲れ

た人が癒やしを求めて、といった

「競争からの離脱」のイメージが強

かった。しかし、かなり優秀な、大手

企業でも大活躍していけるような人

材が、会社を辞めて、喜んで地方に

行く例は、俄然増えました。会社か

らすれば優秀な人材に辞めてほしく

ありませんから、右腕プロジェクト

では、派遣期間中の給与を負担し

たり、大手企業のなかには、数年後に

戻れるように休職制度を新たに設け

るケースもあったのです。私たちが

対象としてきたのは、以前はごく少

数の「変わった人」たちでしたが、今

や、企業や社会で活躍する「普通の

人」「真っ当な人」たちが抵抗なく私

たちと活動してくれているのです。

Ａ田：これは、日本だけの現象です

か。東日本大震災の影響はやはり強

いのでしょうか。

宮城：私は、2011年に世界経済フォー

ラムの40歳以下の世界のリーダーを

集めたヤング・グローバル・リーダーズ

に選んでいただきました。そこで世界

中の若いリーダーたちと会話したと

き、どこの国のリーダーとも違和感が

まったくないのです。考えてみれば当

然で、私たちはインターネットによっ

て同じ情報を共有しているし、全世界

どこにいてもほぼ同じリソースにア

クセスできる。社会や未来に対する価

値観が同世代では世界中変わらない、

世界共通のうねりのようなものが起

こっているのだと思います。

Ａ田：なるほど……。そういう人が増

えてくるのならば、彼らに向けた制

度や施策も必要になります。そうで

ないと、優秀な人材を逃す可能性が

ありますね。

宮城：もちろん、今後も実際に自ら業

を起こし、社会起業家となる人が、急

増するわけではないでしょう。ただ

彼らは従来の壁を突破することに

よって、先駆けとして社会に大きな

インパクトを与えます。そんな彼ら

が「氷山の一角」であったとしても、

その挑戦に共感して、企業で働きな

がらプロボノのように専門性を活か

して社会課題解決に乗り出す人、ボ

ランティアに継続的に参加する人な

どがこれから加速度的に増えるで

しょう。実は水面下で、社会の課題を

解決することに自分も当事者として

かかわりたい、貢献したい、という思

いを秘めて、気づきやアクションの

きっかけを待つ膨大な数の人々が存

在するのではないでしょうか。

ETIC．は1990年代から、大学生や若者

に、「大手企業に就職する」以外の選択

肢に気づくための機会を提供してき

ました。大手企業に就職し、安定を得

たい、というのとは異なる価値観の

人々は増えていると思いますか。

宮城治男氏（以下、宮城）：私は1972

年生まれです。学生時代の1993年に

ETIC．を立ち上げているのですが、そ

のころ、既に潜在的には日本型雇用

に納得していない層が、多数派では

ないですが存在しました。明治時代

から戦後、高度成長が終わるまでの、

皆同じ方向を向いて頑張れば報われ

る、という価値観に対してモチベー

ションを感じられる人ばかりではな

くなっていたのです。

　ETIC．が1994年に開催した学生向

けイベントは、「就職ちょっと待った

シンポジウム」。「いい大学に入って

卒業したならできるだけ大きくて安

定した“いい会社”に入るべき」という

価値観を持つ人に対して、「本当にそ

れしかないのか、それ以外の選択肢

はないのか」を問いかけました。まだ

学生起業とか、ソーシャルベンチャー

などという言葉もなく、いちばんと

がった、問題意識のある若者に刺さ

るのがあえて選ぶ「大手以外への就

職」だったのだと思います。

　ですからETIC．は当初は、ベン

チャー企業へのインターンシップが

中心的な活動でした。「大手以外への

就職」という道への気づきを提供し

たかったのです。

　そして、1990年代の終わりごろに

は、ITバブルがやってきて、学生、ある

いは若手が、就職せずにいきなり起業

するという事例が少しずつ増えて

いったのです。いよいよ、ベンチャー

を本気で「やってみる時代」の到来で

す。その後、2000年代になると、社会

起業、ソーシャルアントレプレナー

という概念が広まり始めました。私

たちETIC．の事業の柱も、社会起業

家の育成に変化してきました。ITな

どのベンチャーを起こす、というの

はいってみれば、社長をやる人が主

役なのです。一方で、社会起業家と

は、あくまでも社会の課題を解決す

ることが主題。そこには自分の成功

への執着がほとんどない、という特

徴があります。米国同時多発テロ、

リーマンショック、そして東日本大震

災。2000年代に入ってから起こっ

た数々の「事件」によって、「自分」

中心から「社会」中心へと、心が動い

ていった人がたくさんいるのは間違

いないと思います。
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の先端にいる人々の価値観の変化の

顕在化です。その対象者は、1990年代

初めにはゼロに近いほど少ないもの
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社会の先端の「変な人」が
確実に増えている

国境を超えて広がる
新しい価値観

喜んで地方に行く
優秀な人たち

Miyagi Haruo_NPO法人ETIC. 代表理事。1993年、早
稲田大学在学中に学生起業家の全国ネットワーク「ETIC.
学生アントレプレナー連絡会議」を創設。2000年にNPO
法人化、代表理事に就任。社会起業家の育成、輩出、地域
における人材育成にも取り組む。2011年、世界経済
フォーラム「ヤング・グローバル・リーダーズ」に選出。文部
科学省参与。

宮城治男氏
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確です。だからこそ成果も明確にな

るのですが、職能型が残る日本企業

では実現しにくいと思います。

Works：日本企業の例も聞いてみ

ましょう。グループウェアを開発す

るサイボウズは、働く時間・場所の

自由度を高め、副業を認めるなど、

先進的な取り組みを次々と行う企

業です。実際に、どのように仕事を

切り分け、タイムマネジメントして

いるのか、代表取締役社長の青野慶

久さんに伺ってみましょう。

青野慶久氏（以下、青野）：当社では、

2007年から選択型人事制度を導入

しています。社員がライフスタイル

の変化に合わせ、働き方を選択する

ことができます。時間の長短、場所

の自由度によって、働き方のカテゴ

リを9種類に分け、育児や介護に限

らず、学校への通学、健康状態など

個人の事情に応じて自ら選ぶので

す（上図）。サイボウズは、2005年に

は離職率が25％を超えていました。

「100人100通りの人事制度」を目指

し、働き方の多様性を受容すること

で、2015年には3.8％まで減らすこ

とができたのです。

　どの人がどの働き方を選択して

いるか、当然、マネジャーも同僚も

皆知っています。働く時間に応じ

て、仕事をアサインしています。も

ちろん、現場は悲鳴を上げているこ

とも少なくありません。極端な例で

いえば、マネジャー以外全員「C」を

選択してしまうと、やはり「人が足

りない」ということになります。

Ａ田：やはりそうですよね。その場

合、どう対応するのですか。時間管理

の枠の外にいる管理職がそれに対応

することになり、多忙な厳しい現実

におかれる、ということが多くの企

業で起こっています。

青野：その場合、「質」を多少はあき

らめることにしています。多くの経

営者や人事の方々が「質を落とさず

働き方改革をするにはどうしたらい

いか」と問うてきます。現実的には、

「どちらも最優先」は無理。どちらの

優先順位がより高いかといえば、当

社にとっては社員の働き方なので

す。そうルールを決めた以上、それを

Ａ田：会社にしばられない働き方を

したい人が増えてきているのはわか

りました。しかし、そういう人たちに

各々対応していたら、組織が組織と

して機能しない可能性があります。

Works：では、そういう人たちの希

望に対応するのは難しいのですか。

Ａ田：もちろん、日本の大手企業も

ダイバーシティマネジメントに力を

入れています。育児や介護をしなが

ら働く社員、夜間に大学院で学ぶ社

員など、多様な人材を活躍させるべ

く、働く時間、働く場所の自由度を高

めています。しかし、それはそれらの

人々が組織のなかの少数派であるこ

とが前提です。わが社のために身を

粉にして働く人が中心にいてくれて

こそ、そういう人たちの自由を認め

られるのですよ。

Works：具体的にはどんな不都合

が生じると思いますか。

Ａ田：１つは、週に数日とか、１日に

数時間しか働かない人たちの仕事

をどのように切り分けるか、です。

単純作業であれば別ですが、知的労

働では難しい。

Works：まずは、Worksからの情報

共有です。私たちが取材した欧州

のグローバル企業で働く女性は、

育児をしながら、週4日勤務でスイ

ス全土のセールスマネジャーを務

めています。彼女がオフィスにい

なくても、部下の仕事はきちんと

回っている。知的労働かつ重責を

伴う仕事でも、フルタイム勤務で

なくても責務が果たせることを証

明しています。

Ａ田：欧米のグローバル企業は、職

務型の人材マネジメントを行ってい

て、ジョブディスクリプションが明

「自由に働きたい個人」を、
企業はマネジメントできるのか

◆自由に働きたい社員のタイムマネジメントをどうするのか

多様性を守るのか
質を守るのか

プライベートの充実を求め、週に数日しか働かないのを認
めてほしいと言われても、仕事を切り分けて渡すのが難しい

お祭り、田植え、ボランティア、といった理由で休むのを、い
ちいち認める価値が感じられない

人事リーダーのリアルボイス from FS

出典：サイボウズ提供

個人の新しい働き方への希望を企業組織で実現しようとしたら、
マネジメント上さまざまな問題が生じる、という声がFSでは人事リーダーから上がった。
多様な個人を受け入れ、活躍させる企業の経営者、人事リーダーにその解決策を問う。

Aono Yoshihisa_大阪大学工学部情報システム工学
科卒業後、松下電工（現 パナソニック）を経て、1997
年、サイボウズを愛媛県松山市に設立。2005年4月
に代表取締役社長に就任。2011年から事業のクラ
ウド化を進め、有料契約社は1万3000社を超える。

青野慶久氏
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守り切る。場合によっては、私がお客

さまに謝ることもある。それでも、社

員との約束事を破り、社員のモチ

ベーションを下げるよりは、社員の

働き方の多様性という約束を守らな

ければならないと思っています。

　多様な人を受け入れるということ

を、この会社では絶対のルールにす

る。そのなかでいかにしていいもの

をつくって、世界中に広げるか、とい

うゲームです。普通の会社は多分、逆

です。そこが決定的に違うのです。

Ａ田：ゲームのルールを決めてそれ

を守り切ることが重要なのですね。

でも、具体的な時間管理はどうすべ

きかイメージがわきません。

Works：モノではなくコトを贈る

体験ギフトの企画・販売会社、ソウ・

エクスペリエンスも、子連れ出勤を

可能にするなどして、多様な人材を

受け入れている会社の１つです。代

表取締役の西村琢さんに、時間管理

について伺ってみましょう。

西村琢氏（以下、西村）：当社では、や

るべきことをやってくれれば、働く

時間や場所は関係ありません。基本

的に「社員は皆、自律した大人であ

る」という前提に立っています。そう

いう前提に立てば、「サボるんじゃな

いか」「どう管理すればいいのか」と

いう心配は必要ありません。時間管

理をきっちりしなければならないの

は、新卒一括採用の弊害。「真っ白な

人材」、つまり社会的には子供のよう

な人材を会社が育てる仕組みが、過

剰な管理を生み出すのでしょう。

Ａ田：具体的には、どのようなルー

ルのもとに運用しているのですか。

西村：たとえば、当社は基本的には

10時出社なのですが、厳密には管理

していません。誰が何分遅れた、と、

きっちり管理すればするほどコスト

がかかります。そこで、個別の事情も

あるだろうから、毎日10時に出社し

なくてもいいけれど、出勤日の３分の

２は10時にきちんと出社しようと、

「３分の２ルール」をつくっています。

そうすればオフィスがスタートする

時間に誰もいない、ということには

なりません。この３分の２も、誰も数

えていませんが、皆大人なのでつま

らない「ずる」などしないのです。

　働き方の自由度を高めているお

かげで、大学で教えている人、別の

企業のCTOといった優秀な人材が

当社で働いてくれています。そうい

う受け入れ方をしなければ、なかな

か来てくれないような人材です。本

当は当社の仕事に興味があるのに、

Ａ田：人事として考慮すべきこと

の１つに「評価」の問題があります。

在宅勤務やフリーアドレスを導入

するときにも、常に問題として上

がるのですが、日本企業の場合、基

本的には上司が部下とともにい

て、成果と併せて仕事ぶりも評価す

るのがまだまだ一般的です。そし

て、勤務時間の長短のある社員を

どのように相対的に評価していい

のか、まだ解が見えません。多様か

つ自律的に働く社員の、評価をどの

ようにしますか。

Works：Works誌で取材してきた

グローバル企業では、１年、あるい

は１つの仕事に従事する期間を１サ

イクルととらえ、そこでの目標設定

と評価を明確に行う、ということを

愚直に繰り返していました。育児や

家庭の事情で短時間勤務をしていて

も、それが昇進に影響を及ぼすこと

はほとんどないといいます。その仕

事で期待される成果をまず明確に

し、その成果が出たかどうかが重視

される。「時間で管理する」という枠

組みは、そこにはないのです。

　AIGジャパン・ホールディング

スの専務執行役員の松尾美香さん

は、これまで多くの外資系企業で

人事リーダーの役割を担ってこら

れました。グローバル企業では、こ

のような仕組みが一般的なので

しょうか。

松尾美香氏（以下、松尾）：役割とそ

の達成度で評価することが、確かに

基本です。時短勤務や在宅勤務だと

評価が難しいという日本独特の考

え方がありますが、シニア層や未就

業女性を組織に取り込んでいかな

い限り、少子高齢社会では事業が立

待機児童問題で働けない。ほかに仕

事があるから働けない。こうした制

約をとっぱらった瞬間に、当社のほ

うを向いてくれる。これが多様性を

受け入れるメリットです。

Ａ田：普通の企業では、毎日オフィ

スに来てフルタイムで働いている人

が大多数。自由な働き方の人とそう

でない人の不公平感をどのように解

消しているのでしょうか。あの人は

ずるい、ということになりませんか。

西村：全員が満足するのはやはり難

しい。比較的多くの人が高いポイン

トで納得できる妥協点、最大多数の

最大幸福を目指そうとしています。

たとえば、子連れ出勤の親ですが、働

いた時間のうちの一定割合を「みな

し育児時間」として、報酬から差し引

くという考え方をしているのです。本

人たちからそのほうが気兼ねなく

働ける、と言われて導入しました。

◆多様な個人を誰がどのように評価するのか自律した大人であれば
厳密な管理は必要ない

達成度の客観的な
指標は必ずつくれる

転勤をオファーしたとき、「副業があるので転勤できませ
ん」では人事ローテーションが運用できない

自由に働く人が１人、２人ならば問題ないが、その数が増え
るとコストが膨大になる

人事リーダーのリアルボイス from FS

「短時間勤務かつ出社しない人もやることだけやっていれ
ばいい」という議論もあるが、その評価が実際には難しい

やりたい仕事だけやる、という人ばかりでは組織は成立し
ない。チームワークというものが機能しなくなる

人事リーダーのリアルボイス from FS

Nishimura Taku_ソウ・エクスペリエンス代表取締
役。慶應義塾大学経済学部在学中の2003年、松下電
器産業（現パナソニック）の学生向けビジネスプラ
ンコンテストで優勝し、同社の出資を得て起業する
権利を獲得するが、自ら起業する道を選び2005年
にソウ・エクスペリエンスを設立。

西村 琢氏
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西村琢氏（以下、西村）：当社では、や

るべきことをやってくれれば、働く

時間や場所は関係ありません。基本

的に「社員は皆、自律した大人であ

る」という前提に立っています。そう

いう前提に立てば、「サボるんじゃな

いか」「どう管理すればいいのか」と

いう心配は必要ありません。時間管

理をきっちりしなければならないの

は、新卒一括採用の弊害。「真っ白な

人材」、つまり社会的には子供のよう

な人材を会社が育てる仕組みが、過

剰な管理を生み出すのでしょう。

Ａ田：具体的には、どのようなルー

ルのもとに運用しているのですか。

西村：たとえば、当社は基本的には

10時出社なのですが、厳密には管理

していません。誰が何分遅れた、と、

きっちり管理すればするほどコスト

がかかります。そこで、個別の事情も

あるだろうから、毎日10時に出社し

なくてもいいけれど、出勤日の３分の

２は10時にきちんと出社しようと、

「３分の２ルール」をつくっています。

そうすればオフィスがスタートする

時間に誰もいない、ということには

なりません。この３分の２も、誰も数

えていませんが、皆大人なのでつま

らない「ずる」などしないのです。

　働き方の自由度を高めているお

かげで、大学で教えている人、別の

企業のCTOといった優秀な人材が

当社で働いてくれています。そうい

う受け入れ方をしなければ、なかな

か来てくれないような人材です。本

当は当社の仕事に興味があるのに、

Ａ田：人事として考慮すべきこと

の１つに「評価」の問題があります。

在宅勤務やフリーアドレスを導入

するときにも、常に問題として上

がるのですが、日本企業の場合、基

本的には上司が部下とともにい

て、成果と併せて仕事ぶりも評価す

るのがまだまだ一般的です。そし

て、勤務時間の長短のある社員を

どのように相対的に評価していい

のか、まだ解が見えません。多様か

つ自律的に働く社員の、評価をどの

ようにしますか。

Works：Works誌で取材してきた

グローバル企業では、１年、あるい

は１つの仕事に従事する期間を１サ

イクルととらえ、そこでの目標設定

と評価を明確に行う、ということを

愚直に繰り返していました。育児や

家庭の事情で短時間勤務をしていて

も、それが昇進に影響を及ぼすこと

はほとんどないといいます。その仕

事で期待される成果をまず明確に

し、その成果が出たかどうかが重視

される。「時間で管理する」という枠

組みは、そこにはないのです。

　AIGジャパン・ホールディング

スの専務執行役員の松尾美香さん

は、これまで多くの外資系企業で

人事リーダーの役割を担ってこら

れました。グローバル企業では、こ

のような仕組みが一般的なので

しょうか。

松尾美香氏（以下、松尾）：役割とそ

の達成度で評価することが、確かに

基本です。時短勤務や在宅勤務だと

評価が難しいという日本独特の考

え方がありますが、シニア層や未就

業女性を組織に取り込んでいかな

い限り、少子高齢社会では事業が立

待機児童問題で働けない。ほかに仕

事があるから働けない。こうした制

約をとっぱらった瞬間に、当社のほ

うを向いてくれる。これが多様性を

受け入れるメリットです。

Ａ田：普通の企業では、毎日オフィ

スに来てフルタイムで働いている人

が大多数。自由な働き方の人とそう

でない人の不公平感をどのように解

消しているのでしょうか。あの人は

ずるい、ということになりませんか。

西村：全員が満足するのはやはり難

しい。比較的多くの人が高いポイン

トで納得できる妥協点、最大多数の

最大幸福を目指そうとしています。

たとえば、子連れ出勤の親ですが、働

いた時間のうちの一定割合を「みな

し育児時間」として、報酬から差し引

くという考え方をしているのです。本

人たちからそのほうが気兼ねなく

働ける、と言われて導入しました。

◆多様な個人を誰がどのように評価するのか自律した大人であれば
厳密な管理は必要ない

達成度の客観的な
指標は必ずつくれる

転勤をオファーしたとき、「副業があるので転勤できませ
ん」では人事ローテーションが運用できない

自由に働く人が１人、２人ならば問題ないが、その数が増え
るとコストが膨大になる

人事リーダーのリアルボイス from FS

「短時間勤務かつ出社しない人もやることだけやっていれ
ばいい」という議論もあるが、その評価が実際には難しい

やりたい仕事だけやる、という人ばかりでは組織は成立し
ない。チームワークというものが機能しなくなる

人事リーダーのリアルボイス from FS

Nishimura Taku_ソウ・エクスペリエンス代表取締
役。慶應義塾大学経済学部在学中の2003年、松下電
器産業（現パナソニック）の学生向けビジネスプラ
ンコンテストで優勝し、同社の出資を得て起業する
権利を獲得するが、自ら起業する道を選び2005年
にソウ・エクスペリエンスを設立。

西村 琢氏
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Ａ田：役割を明確にし、上司と部下

で目標を個別に設定する。それを評

価し、成長につなげる。給与も個別性

を高くする。こうした方法を取れば、

確かに自由に働きたい人材をマネジ

メントすることは可能かもしれませ

ん。けれども、そうした手法を取り

入れた瞬間、日本型雇用によって培

われてきた「よさ」が失われないで

しょうか。１つは、チームワークで

す。個人の役割、個人の目標を明確に

線引きした瞬間、隙間からこぼれる

仕事に誰も手を出さなくなるという

危惧はあります。

松尾：役割ごとにジョブディスクリ

プションが明確なため、放っておけ

ばそうなる可能性はあります。た

だ、それはトップや人事からのメッ

セージ次第。当社の場合、CEOが全

員のコラボレーションに期待する、

そしてそれを評価する、というメッ

セージを明確に出しています。

Ａ田：なるほど。では、もう１つ。自

分の成長や市場性を高めることに

ばかり目がいって、組織に対するコ

ミットメントが低くなったり、中長

期的な視点でものが見られる人が

減ったりしませんか。

松尾：多様性を大事にする、という

ことは、あらゆる価値観、あらゆる志

向の人を受け入れるということで

す。そのなかには、中長期的に会社に

コミットし、リーダーシップを取っ

ていきたい人も必ず出てきます。そ

ういう人を発見し、大切に育てるの

です。その場合、その人材がとても優

れた能力・スキルを持っているなら

ば、「支店長まで10年待たなければダ

メ」といったルールを撤廃し、どんど

ん重要な仕事を任せ、活躍する舞台

を与える必要があるでしょう。

　当社の米国本社に、２万人の組織

を率いる36歳の役員がいます。彼は

20代から「自分はこうなる」と明確な

ゴールを定め、現在のポジションまで

上り詰めました。多様性を受け入れる

組織はそういう人材も受け入れ、目標

達成の支援をしていくのです。

青野：当社では多様な働き方を認め

ることで、離職率が大きく改善して

いるので、中長期的に組織にコミット

する人が減ったとは思いません。で

すが、本質的な問いを私からも１つ。

中長期的にコミットする人が減る会

社があるとして、その会社は、社会全

体で見たときに中長期的に存在する

意義があるかどうか。

　もちろん、常に問題は起こり得ま

すから、そのたびに検証と改善を繰

り返さなければなりません。ただ、新

しい問題が起こることを恐れて、旧

態然とした人事制度を持ち続ける、

ということも、私はしたくありませ

ん。当社は従業員の副業を認めてい

ますが、これも、問題が起きたら、そこ

で一つひとつ対処する、という考え方

です。たとえば、競合に近いところで

副業をするというのは、以前実際に

あって、それはナシ、と話し合って解

決しました。私たちにとっては、人事

制度とは変わり続けることなので

す。副業を認める認めないではなく、

認めたら必ず問題が起こることは

わかっているから、それに対処する

ルールをつくればいいと。大事なこ

とは、一人ひとりが多様な働き方を

するという全体として目指す方向を

共有し、守ることなのです。

ちいかなくなりますから、期待成果

を定義し、その達成度で評価する、

という考え方にシフトすべきとき

が来ているのではないでしょうか。

Ａ田：概念的には理解できます。し

かし、達成度というものが数値化で

きない役割、仕事が多いのが私たち

にとっての悩みのタネですが……。

松尾：たとえば人事の場合、長時間

労働の削減などは数値化できます。

本社で導入した施策の全国展開、若

手のモチベーションの向上などは

従業員サーベイの結果を達成指標

にすればいい。客観的な指標をつく

ることは、どんな仕事でも不可能で

はない。そのための労力を割けるか

どうかだと思います。

Ａ田：私たち企業側が、何で貢献し

てほしいのか、どのくらいの時間で

どこまで達成してほしいのかとい

うことに自覚的になって、仕事をア

サインし、その達成度を測らなけれ

ばならないのですね。

Ａ田：報酬の決め方は、もっと難し

い問題です。サイボウズでは９つの

働き方を選択できるとおっしゃって

いましたが、給与の決め方は非常に

複雑性が高くないでしょうか。

青野：給与は「市場性によって決定す

る」という結論に行きつきました。

「この人が転職してきたら、私はいく

ら払うだろう」と考えて個々に決め

るのです。極端にいえば、その人の能

力がぜんぜん変わらなくても、市場

が逼迫してくれば給与は上がる。今

はプログラマなどがそうです。その

場合には、給与は上げるのです。一

方、年齢が上がって市場性が下がる、

といった仕事もあります。

　給与の決定プロセスは、部門長か

ら「彼の市場性はいくら程度」と提

案が出て、それを給与評価会議にか

け、私が決裁して最終決定です。本

人に不満があれば、交渉もできます。

Ａ田：サイボウズがまだ1000人に満

たない中規模の企業だからできるこ

と、と思いませんか。これが１万人、

10万人の会社になったら難しいので

はないでしょうか。

青野：よくそういわれます。でも、こ

れと同じ会議体をいくつつくるか、

ということではないですか。やる気

になれば絶対できることなのです。

Ａ田：給与の決定を市場性に委ねて

しまうと、積極的に会社や個人の目

標を達成しよう、という意欲を削い

でしまうのではないでしょうか。

青野：給与とは関係なく、成長促進

目標を同時に設けています。上司と

相談しながら「今年はこれを頑張る」

と決めます。それはプライベートを

優先したければ、横ばいの目標でも

構わない。働き方も成長の度合いも、

個人の価値観に委ねているのです。

◆多様な働き方を許容することで日本的なよさが失われないか

中長期的にコミットする人が
いない会社はなくていい

市場性によって給与を決定
相対評価はしない

Matsuo Mika_AIGジャパン・ホールディングス 専務
執行役員兼チーフ・ヒューマンリソース・オフィサー。シ
ティグループ、東京スター銀行などを経て現職。

松尾美香氏
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Ａ田：役割を明確にし、上司と部下

で目標を個別に設定する。それを評

価し、成長につなげる。給与も個別性

を高くする。こうした方法を取れば、

確かに自由に働きたい人材をマネジ

メントすることは可能かもしれませ

ん。けれども、そうした手法を取り

入れた瞬間、日本型雇用によって培

われてきた「よさ」が失われないで

しょうか。１つは、チームワークで

す。個人の役割、個人の目標を明確に

線引きした瞬間、隙間からこぼれる

仕事に誰も手を出さなくなるという

危惧はあります。

松尾：役割ごとにジョブディスクリ

プションが明確なため、放っておけ

ばそうなる可能性はあります。た

だ、それはトップや人事からのメッ

セージ次第。当社の場合、CEOが全

員のコラボレーションに期待する、

そしてそれを評価する、というメッ

セージを明確に出しています。

Ａ田：なるほど。では、もう１つ。自

分の成長や市場性を高めることに

ばかり目がいって、組織に対するコ

ミットメントが低くなったり、中長

期的な視点でものが見られる人が

減ったりしませんか。

松尾：多様性を大事にする、という

ことは、あらゆる価値観、あらゆる志

向の人を受け入れるということで

す。そのなかには、中長期的に会社に

コミットし、リーダーシップを取っ

ていきたい人も必ず出てきます。そ

ういう人を発見し、大切に育てるの

です。その場合、その人材がとても優

れた能力・スキルを持っているなら

ば、「支店長まで10年待たなければダ

メ」といったルールを撤廃し、どんど

ん重要な仕事を任せ、活躍する舞台

を与える必要があるでしょう。

　当社の米国本社に、２万人の組織

を率いる36歳の役員がいます。彼は

20代から「自分はこうなる」と明確な

ゴールを定め、現在のポジションまで

上り詰めました。多様性を受け入れる

組織はそういう人材も受け入れ、目標

達成の支援をしていくのです。

青野：当社では多様な働き方を認め

ることで、離職率が大きく改善して

いるので、中長期的に組織にコミット

する人が減ったとは思いません。で

すが、本質的な問いを私からも１つ。

中長期的にコミットする人が減る会

社があるとして、その会社は、社会全

体で見たときに中長期的に存在する

意義があるかどうか。

　もちろん、常に問題は起こり得ま

すから、そのたびに検証と改善を繰

り返さなければなりません。ただ、新

しい問題が起こることを恐れて、旧

態然とした人事制度を持ち続ける、

ということも、私はしたくありませ

ん。当社は従業員の副業を認めてい

ますが、これも、問題が起きたら、そこ

で一つひとつ対処する、という考え方

です。たとえば、競合に近いところで

副業をするというのは、以前実際に

あって、それはナシ、と話し合って解

決しました。私たちにとっては、人事

制度とは変わり続けることなので

す。副業を認める認めないではなく、

認めたら必ず問題が起こることは

わかっているから、それに対処する

ルールをつくればいいと。大事なこ

とは、一人ひとりが多様な働き方を

するという全体として目指す方向を

共有し、守ることなのです。

ちいかなくなりますから、期待成果

を定義し、その達成度で評価する、

という考え方にシフトすべきとき

が来ているのではないでしょうか。

Ａ田：概念的には理解できます。し

かし、達成度というものが数値化で

きない役割、仕事が多いのが私たち

にとっての悩みのタネですが……。

松尾：たとえば人事の場合、長時間

労働の削減などは数値化できます。

本社で導入した施策の全国展開、若

手のモチベーションの向上などは

従業員サーベイの結果を達成指標

にすればいい。客観的な指標をつく

ることは、どんな仕事でも不可能で

はない。そのための労力を割けるか

どうかだと思います。

Ａ田：私たち企業側が、何で貢献し

てほしいのか、どのくらいの時間で

どこまで達成してほしいのかとい

うことに自覚的になって、仕事をア

サインし、その達成度を測らなけれ

ばならないのですね。

Ａ田：報酬の決め方は、もっと難し

い問題です。サイボウズでは９つの

働き方を選択できるとおっしゃって

いましたが、給与の決め方は非常に

複雑性が高くないでしょうか。

青野：給与は「市場性によって決定す

る」という結論に行きつきました。

「この人が転職してきたら、私はいく

ら払うだろう」と考えて個々に決め

るのです。極端にいえば、その人の能

力がぜんぜん変わらなくても、市場

が逼迫してくれば給与は上がる。今

はプログラマなどがそうです。その

場合には、給与は上げるのです。一

方、年齢が上がって市場性が下がる、

といった仕事もあります。

　給与の決定プロセスは、部門長か

ら「彼の市場性はいくら程度」と提

案が出て、それを給与評価会議にか

け、私が決裁して最終決定です。本

人に不満があれば、交渉もできます。

Ａ田：サイボウズがまだ1000人に満

たない中規模の企業だからできるこ

と、と思いませんか。これが１万人、

10万人の会社になったら難しいので

はないでしょうか。

青野：よくそういわれます。でも、こ

れと同じ会議体をいくつつくるか、

ということではないですか。やる気

になれば絶対できることなのです。

Ａ田：給与の決定を市場性に委ねて

しまうと、積極的に会社や個人の目

標を達成しよう、という意欲を削い

でしまうのではないでしょうか。

青野：給与とは関係なく、成長促進

目標を同時に設けています。上司と

相談しながら「今年はこれを頑張る」

と決めます。それはプライベートを

優先したければ、横ばいの目標でも

構わない。働き方も成長の度合いも、

個人の価値観に委ねているのです。

◆多様な働き方を許容することで日本的なよさが失われないか

中長期的にコミットする人が
いない会社はなくていい

市場性によって給与を決定
相対評価はしない

Matsuo Mika_AIGジャパン・ホールディングス 専務
執行役員兼チーフ・ヒューマンリソース・オフィサー。シ
ティグループ、東京スター銀行などを経て現職。

松尾美香氏
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Ａ田：皆さんのお話を伺ってきて、

わかったことがあります。個人の価

値観は確かに変化していることも、

自由に、自律的に働きたい人を受け

入れなければならないことも以前か

ら認識していました。ただ、それは

「特例」に対して、組織のなかでどの

ように折り合いをつけるか、という

発想だったのだと思います。

　しかし、実際にはそうではなくて、

全員が「自分が大切にしたい生き

方」を個別に持っていて、それぞれの

人のニーズを満たしていくことこそ

が前提なのだと、発想を逆転させる

必要があるのですね。冒頭に登場し

た4つの新しい正社員像はもちろん、

より個別性の高い、さまざまな志向

を持った個人を組織のなかで活か

す必要があります。つまり、「中心と

なる社員像を決め、それを標準とす

る一括管理と、ごく少数向けの例外

的な処理」という構造から脱却しな

くてはいけません。

　これまでのお話を集約すれば、現在

の一律的な管理をやめて、従来の日本

型雇用システムを変えることは、不可

能ではないとも思えます。しかし、そ

のために、もっと広い視界で、考えて

おくべきこともありますね。

　１つは、労働法の問題です。社員の

自由な働き方・生き方を受容しよう

とするとき、企業は社員を守るよう

にと定められている現在の労働法の

制約に抵触するのではないでしょう

か。労働法の前提は、個人は弱いとい

う立場で、その個人の自由に任せる

というよりは、会社がきちんと管理

しろ、と求めていると感じます。

Works：では、気鋭の労働法学者、神

戸大学の大内伸哉教授に伺います。

労働法には、多様で自由な働き方や

生き方をしたい個人にとっては逆に

制約になる可能性はありますか。

大内伸哉氏（以下、大内）：労働者と使

用者（企業）は契約によって結ばれて

いるのですが、契約は本来対等な立

場で結ばれ、お互いの権利と義務を

認め合うもののはずです。しかし、実

際には高い技能や知識を持たない労

働者は、対等に契約を結ぶことはで

きず従属的な立場に置かれることが

多いため、そうした状況から生じる

問題に対処するため労働法は誕生

しました。そして、適正な労働時間

管理、最低賃金の設定、解雇の規制、

差別の撤廃など、労働者の一定の

権利を保障したのです。

　よく経営者や人事の方々から、「労

働法が厳しいために、個人の自律を

前提にした革新的な人事制度をつく

ろうとしてもできないことが多い」

という話を聞きます。しかし、本当に

そうでしょうか。労働法で決められ

ているのは、長時間労働はいけない、

させる場合には割増賃金を支払わな

ければならない、解雇をするならば

きちんとした理由を示さなければな

らない、男女による差別をしてはい

けない、といった常識的なことです。

労働者保護の最低限のラインが整備

されているにすぎないのですよ。

Ａ田：副業する社員が出てきたとき、

労働時間は誰が管理するのでしょう。

過労死やメンタル不全に至ったとき

の責任は、どの雇用主がどう負うの

か、といったことが不安になります。

大内：現行の法律では、労働者が複

数の事業場で働いていた場合の労働

時間の通算規定はありますが、副業

による過労が原因で病気になって

も、自らが指揮命令していないとこ

ろでなされた過労が原因であるなら

ば、企業は責任を問われることはあ

りません。そのときでも、労働者には

公的な労災保険の適用はあります。

Ａ田：つまり、社員が「自律的であり

たい」ということに対し、企業が法的

な意味で大きなリスクを感じる必要

はないということですか。

大内：社員の自律性を妨げている

のは、労働法ではないのです。日本

の場合、正社員は長期的な勤続が期

待されているので、企業は雇用を保

障し、いい処遇を与え、その反面、拘

束的な働き方を求めてきました。正

社員が企業に拘束されて自律的な

働き方ができていないのは、雇用や

処遇の安定の代償ともいえるので

す。正社員は守られており、非正

社員は守られていない、という議

論もよくありますが、それは労働法

で差がつけられているというより

は、企業が正社員に拘束的な働き

方に対する代償を与えていること

に起因する面が大きいのです。この

代償こそが正社員の特権です。正社

員がこの特権を手放したくないば

かりに、企業からの拘束性のない

自由な働き方へと踏み出せない可

能性は大きいでしょう。

Ａ田：では、やはり多くの人は正社員

になることを望むのですね。特権が労

働法によるものか、企業の自発的な取

り扱いによるものかにかかわらず、正

社員の特権は現に存在しています。

大内：ただ、企業は今、正社員に与え

た特権の重みに徐々に耐えられな

くなってきています。これまでのよ

うに、正社員であれば誰でも雇用や

賃金の安定を保障するということ

が徐々に難しくなっています。法律

では解雇の制限や賃金の不利益変

更の制限などはあるのですが、こう

した法的ルールを見なおすべきだ

という議論もあります。

　さらに、正社員それ自体が減少し

ていく可能性もあります。正社員と

◆労働法は変わっていくべきなのか。そして、変わり得るのか

社員の自律性を削ぐのは
手厚い保護

契約リテラシーの
低い日本人が抱える課題

個人の価値観の変化に、
「本気で向き合う」とは

自由に、自律的な働き方を選択したい、という変化を許容する方法がある、
ということが前項で見えてきた。変化に本気で向き合おうとするとき、
人事制度や施策の変更だけでは受容が難しくはないか。その疑問に法律家と実務家が答える。

Ouchi Shinya_神戸大学大学院法学研究科教授。
東京大学大学院法学政治学研究科博士課程修了。
神戸大学法学部助教授を経て、2001年より現職。
専門は労働契約論、労働者代表法制。『君の働き方
に未来はあるか？』（光文社新書）、『労働法で人事
に新風を』（商事法務）など著書多数。

大内伸哉氏
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Ａ田：皆さんのお話を伺ってきて、
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きず従属的な立場に置かれることが

多いため、そうした状況から生じる

問題に対処するため労働法は誕生

しました。そして、適正な労働時間

管理、最低賃金の設定、解雇の規制、

差別の撤廃など、労働者の一定の

権利を保障したのです。

　よく経営者や人事の方々から、「労

働法が厳しいために、個人の自律を

前提にした革新的な人事制度をつく

ろうとしてもできないことが多い」

という話を聞きます。しかし、本当に
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ければならない、解雇をするならば

きちんとした理由を示さなければな

らない、男女による差別をしてはい

けない、といった常識的なことです。

労働者保護の最低限のラインが整備

されているにすぎないのですよ。

Ａ田：副業する社員が出てきたとき、

労働時間は誰が管理するのでしょう。

過労死やメンタル不全に至ったとき
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Ａ田：つまり、社員が「自律的であり

たい」ということに対し、企業が法的

な意味で大きなリスクを感じる必要
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自由な働き方へと踏み出せない可
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り扱いによるものかにかかわらず、正
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Ａ田：すると、私たちには会社とは

何か、という意識の転換も求められ

ている気がします。日本企業は、家族

ごと一生守る、と正社員に約束し、そ

の代わり制限なく働いてください、

といってきました。

松尾：もはや、「一生守られる」こと

を個人は求めていないのでは。実際

に、個人を一生守れる寿命を持つ企

業のほうが少ないのです。自ら働き

たい場をその時々に応じて選択し、

自分の人生は自分で守る、という意

識に変わってきていると思います。

優秀な人材に、わが社を選んでもら

うために、どのように魅力的な会社

であり続けるか、真剣に考えなくて

はなりません。

Ａ田：つまり、会社と個人の関係が

対等になる、もっといえば逆転する

と考えたほうがいい、と。

青野：自らの人生を自分らしく生き

たい。そういう一人ひとりの生身の

人間が、会社にはたくさんいて、全員

楽しく働ければいい。そう私は考えて

います。皆、法人というバーチャル

モンスターにしばられすぎている。

法人は永続しなければいけない、何

より大事、と。そういう考え方に対し

て、私は「ちょっと待った」と言いた

い。そのなかで生きている人が苦し

んでいる。私たちが本当に大事にし

なければならないのは何かと考えれ

ば、バーチャルな組織体よりも、生身

の人間に決まっています。

Ａ田：社員と企業のパートナーシッ

プのありようが変わっていく時期に

来ているのですね。具体的に企業人

事としての私たちは、何を変えてい

く必要があるのでしょうか。

宮城：企業それぞれの変化の方向性

はあると思いますが、具体的にあえ

ていうならば、たとえば新卒一括採

用はある程度考え直さざるを得ない

し、そもそも入社とか社員としての

契約関係とかも再考する必要がある

でしょう。少なくともバリエーショ

ンを持つ必要はあると思います。よ

り自律性の高い存在とどう関係性を

持ち続けられるか、あるいは必要な

ときにつながれる存在であり得るか

ということを考えていくべきです。

それは多分その会社の枠の内なのか

外なのかがあいまいになっていくこ

とでもあります。

　大きな枠組みでいえば、「人材獲得

競争」をしている場合ではありませ

ん。お金や待遇、見た目の美しさで惹

きつけて採用、はもう無理。創発のた

めの真摯な向き合いのなかに、結果

的にリスペクトや共感が生まれて、

そこにパートナーシップが築かれる。

企業は、そうした個人の影響力やエネ

ルギーを会社に取り込めればいいわ

けですから、その人が内か外かとい

う議論は不毛です。そのような柔軟

性をもって個人とのパートナーシッ

プを考えるべきだと思うのです。

は、企業が組織内に取り込んで技能

形成し、長期的に貢献してくれるこ

とを想定した人材です。しかし、現在

のITや人工知能の発達のなか、企業

内で技能形成をする必要性が徐々に

減少してきています。そうなると、む

しろプロの労働者を外部から調達す

るということが増えていくでしょう。

だから正社員は減っていき、むしろ

インディペンデントコントラクター

が増えていくと予想されるのです。

Ａ田：企業が心配することではない

のかもしれませんが、インディペン

デントコントラクターをはじめとし

た雇用される以外の形で働く人たち

の権利は、どうやって守られるので

すか。ここが解決されなければ、自律

に踏み出せない人も多いでしょう。

大内：自営やフリーランスなど雇用

されていない人たちを守る法律は、

確かに今はありません。ただ、彼らの

権利を守る法をつくろうとしたと

き、理論的な難問にぶつかります。雇

用されている者は、企業の支配下で

働くという従属状況があるので、そ

こに法が介入する根拠があります。

ところが自営は自己決定・自己責任

でやっているわけですから、そこに

は法が介入すべき「支配者」はいない

ということに、理念的にはなります。

自営やフリーランスの保護をする立

法の根拠を説明できるとすれば、「こ

の働き方は日本の経済にとって大切

だから、それをサポートする」という

経済政策的な観点からでしょう。

　この観点で重要なのは、インディ

ペンデントコントラクターと企業は、

個別に成果とそれに対する対価を決

めるという個別型契約の社会になっ

ていかざるを得ないのですが、日本

は契約社会ではないため、企業も個

人もここのリテラシーが足りないと

いう点です。個人が契約リテラシーを

いかに身につけるかは、とても重要

なポイントです。今のところ、会社と

の雇用契約、住居の賃貸契約など、そ

こに契約書が存在しても「悪いよう

にはされない」という前提できちん

と読まない人が多い。学校で契約書

の書き方、理解の仕方といった基本

的な教育をすべきだと思います。

Ａ田：雇用される人であれ、自営やフ

リーランスで雇用以外の形で働く人

であれ、企業と対等の立場だという自

覚や、契約リテラシーを高めることに

よって、自分への不利益を自己防衛

する態度が求められているということ

ですね。しかし、契約書など見なくても

企業と個人が一応信頼し合ってい

る、といえるほうが住みやすい社会なの

ではないか、という疑念が残りますね。

大内：確かに信頼を重視して、互いに

裏切りなどしないということが保証

されていれば、そのほうがいい社会で

しょう。しかし、それでずっといける

でしょうか。ITの発達で、インディペ

ンデントコントラクターは世界中の

企業や個人と取引をしていく可能性

があります。そこでは文化的背景や取

引の慣習などが異なる人たちと契約

することもあるのです。契約リテラ

シーはこうした観点から重要となり

ます。繰り返しになりますが、今後は

正社員が減る、あるいは正社員に対す

る保護が薄くなっていくでしょう。で

すから、労働者全体が自律的になり、

そのためには交渉力や契約リテラ

シーも必要なのだと思います。

◆会社とは何か。会社と個人が約束すべきこととは

会社というバーチャル
モンスターにしばられない

複数の雇用先を持つ人の労務管理が難しい。労働法の上限
労働時間を、誰がどのように管理するのか

自由や高い報酬を求め、人の出入りが激しくなると、中長期
的な視点が失われ、コミットメントが高い人材が減る
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　前ページまでの対話は、あくまで

フィクションである。しかし、人事

リーダーが辿った思考のプロセスは

ノンフィクションである。現実のFS

は次のように進み、ある一点で、ぐっ

と方向転換が起こったのだ。

　FSではまず、編集部より、2015年

の、働く個人50人を対象にしたFS

から生まれた「集合知」、個人の価値

観の変化を共有。その後、こうした人

たちは、組織に何を求めるかの予測

を最初に行った。「賃金は保障して

ほしいのではないか」「転勤は受け

入れないはず」「やっぱり安定した

立場は必要としているだろう」など

の意見が生まれた。

　そのうえで、こうした個人を組織が

受け入れられるかどうかを考えた。

　最初は、「時間管理が難しい」「不

公平感がある」「チームワークを毀

損する」といった、ある種ネガティブ

な発言が多く出されたのだが、時間

も半ば過ぎたころに参加者の１人

が言った。「こうした働き方を希

望する人が特例なのではなく、全員

が今のような働き方はしたくない、

こういう働き方をしたいと希望して

いる、という前提に立たなければ、

未来は開けないのではないか」

　この言葉で、空気が大きく変わっ

た。現システムを温存したまま「例

外処理」するという態度ではなく、根

本的に変化するために、構造の前提

そのものを変える必要がある、とい

う認識が生まれた瞬間だった。

　FSでは、この後、「自らの手で自ら

をハンドリングしたい個人を応援

するための、新しい制度や仕組みは

何か」というテーマで、７つのグ

ループに分かれて対話してもらっ

た。そこで出てきた制度や仕組み

が、このページの写真だ。30人の人

事リーダーが考えた制度や仕組み

には、以下のようなものがあった。

　１つは、人事制度自体をなくす、

というものだ。組織の内と外があい

まいになり、つながりを重視する。

そのような社会においては、厳密な

人事管理で人を律しようとするの

はナンセンスだ、と彼らは考えた。

価値を共有する人がゆるやかに集ま

る。ゆるやかなつながりだから、そ

こに厳格なルールや管理という発

想はそぐわない。そんなありようが

イメージされた。

　すべての人が、一組織に頼らな

い状況にするために、「専業禁止」

という意見すら出た。

　また、報酬のありよう、契約期間の

長短、働く場所など、多様な契約形態

を用意すべき、という声も多く上

がった。青野氏の率いるサイボウズ

ではまさに、９パターンの契約形態

を準備している。そして、そのどれも

が“正社員”である。組織の多様性を

担保するために、人事部が過去の価値

観をもって採用するのではなく、組織

のメンバー全員がスカウトマンとな

る制度を考えたグループもあった。

　会社、あるいは人事の役割は、「職

の安定」の提供ではなく、自律する個

人を応援し、会社に頼らなくても生

きていけるような、自由を保障する

ことに変わっていくだろう。

　これを、「非現実的」と切り捨てて

しまうのは簡単だ。しかし、これは読

者諸氏と同じ立場である日本の人事

リーダーたちが導き出した未来への

挑戦である。逆転の発想と前例にと

らわれない柔軟な思考で、このチャ

レンジに挑む会社は、きっともう生

まれている。

【無制度制度／制度をなくす制度】

人事制度で管理すること自体が成り立たない、と考えたグループが２つ
あった。制度や仕組みで人を囲い込むのではなく、理念、ビジョンに共感
して人が集まり、信頼によってつながる組織をつくることを重視した。

【自由な働き方／スマートフレックスワーク】

アウトプット重視で、働く時間・場所、雇用先の数、雇用契約期間の自由度
を上げようとする２つのグループがあった。ポジティブな短期契約者や、
出社はほとんどしない長期契約者など、多様な雇用契約の形を推進して
いきたい、と考えた。

【ゆるやか放牧α】

「統制から放牧へ」という概念を提言。組織の内
と外を分けるものを、高く堅固な壁から低く隙
間も多い柵へと変える。外と内を柔軟に行き来
できるよう、チャレンジを促進する。組織文化
に共感し、強いコミットメントを引き出すこと
を企業は努力すべき、と考えた。

【全員スカウトマン】

組織の多様性を担保するため、多様な社員がそ
れぞれの価値観で、これまで持ち得なかった議
論や風土を組織に持ち込んでいくことが重要
だと考えたグループによるもの。組織の外とも
柔軟につながり、新しいプロジェクトを生み続
けることも視野に入れた。

【専業禁止】

副業を全員がオープンにできるよう、「専業禁
止」を掲げたグループがあった。自由かつフレ
キシブルな働き方と同時に、メインの雇用先の
企業を中心に、「安心感」を持てるコミュニティ
を形成する、というもの。達成すべきアウト
プットを明確にすることが重要になる。

30人の人事リーダーの
意識を変えた言葉とは 人事制度をなくす

人をゆるやかに囲む

それは実現できるのか

ここで、「現実」のFSに戻る。30人の人事リーダーはFSでの対話を通じ、
人事も会社も変わっていくべきだと自ら結論した。これからの自律した、
自由を希求する個人に向けての、新たな人事のありようを考えた。
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いう命題に、人事として向き合えば、

「そんなものを許容していたらコスト

が跳ね上がる」と脊髄反射的に答え

てしまうのはある意味仕方がない。

　だが、FSの途中、「私自身が“楽習さ

ん”タイプだ」「“旅人さん”の働き方に

は共感する」というような発言が聞

こえた。この「個人としては、共感す

る」部分こそが大切だ。そして、「個人

として」思うところと「会社のため」

に思うところが一致しないときに

は、是非「個人として」のほうに軍配

を上げていただきたい。人事リー

ダーこそがまず「会社から自律した

個人」であることが、会社と個人、会

社と社会の乖離をなくすことに、必

ずつながるからだ。

　これまでに２回のFSを開催した。

50人の働く個人、30人の人事リー

ダー。どちらにも「代表性はない」

ことは重々承知しているが、変わり

たいと思う個人と、それに呼応しよ

うとする人事が、現に存在すること。

これはまぎれもない事実である。

　２回目のFSの最後、「３年以内に新

しい雇用を実現するためのアクショ

ンを、必ずとります」と宣言した人事

リーダーがいた。ファシリテートし

ていただいたフューチャーセッショ

ンズの野村恭彦氏によれば「FSを通

じて実際に変化のための行動を起こ

す人が１人でもいたら、そのFSは成

功」だ。小さな変化が集合して、大き

なうねりになるところまでを、本誌

としても伴走していきたい。

　シリーズの第３回では、改めて、雇

用の安定に代わるライフセキュリ

ティの可能性を、探索する。

　本誌132号の「シリーズ雇用再興」

第１回から第２回の今号まで８カ

月。その間にも日本を代表する大企

業による不正やそれに端を発した組

織再編のニュースは、続々と流れて

きた。そのなかで不正にかかわって

しまった人々のことを思う。おそら

くほとんどの人は、私利私欲のため

ではなく「会社を守る」ために動いて

いたはずだ。だが、「会社」のために

やってきたことは、「社会」からは到

底許されないことであったし、結果

として会社を傷つけることになっ

た。また、自らも傷つき、大きな代償

を支払った人も少なくないだろう。

 「企業は社会の公器」と言われるにも

かかわらず、「会社を想う」ことと「社

会を想う」ことがこんなにも両立し

ないのはなぜなのか。ここでも、会社

と個人をあまりにも分かちがたく結

びつけてしまう日本型雇用というシ

ステムのなかで、何かが歪められて

いると感じずにはいられない。

　会社と社会の利害が一致しないと

きに、会社のほうが大切だと考えて

しまうのはなぜか。会社こそが自分

を守ってくれる存在であり、社会と

いう大海に放り出されたのでは、自

分の安全は守られない、という意識

が深層にあるからではないか。そし

てそれ以前に、多くの日本の正社員

にとって、会社以外の社会とのつな

がりはあまりにも稀薄になってし

まっている。そのせいで、社会では、

何が「善きこと」とされているのかを

感じ取るセンサーの働きが鈍くなっ

ている可能性はないだろうか。

　サイボウズ青野氏の「法人という

バーチャルモンスターにしばられる

な」という警鐘は、働く一人ひとりの

個人にも、そして、「法人」サイドに立っ

て思考するよう訓練されてきた人事

にも、向けられていると心したい。

　人事リーダーに集まっていただい

たフューチャーセッション（以下FS）

では、人事リーダーの方々が「会社の

人間として」話す瞬間と「一人の働く

個人として」話す瞬間の揺らぎを垣

間見たことに、大いに希望と勇気を

与えられた。

　管理と統制によって、人材という

リソースの取り扱いコストを最小化

するのは、人事の責務でもある。「個

人は、会社ともっと距離をおき、自

由を認めてほしいと考えている」と

本誌編集長／石原直子

まとめ

「会社の人間」である前に
「一人の働く個人」として

ジョブセキュリティに代わる
ライフセキュリティとは

なぜ、会社を想うことが
社会を想うことにならないのか

働く個人の代表としての
人事リーダーへの期待
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　まずは、人事におけるデータ活用

に注力する米国５社を取材した（詳

細は27ページ表参照）。私たちの取

材における最大の関心事の１つは、

使用するデータの種類だ。

　人事が活用し得る主だったデータ

には、「人事コアデータ」といわれる

入社年次、昇進・昇格、トレーニング

受講歴、評価などの人事・上司によっ

て取られる記録と、従業員が毎年の

ように回答するサーベイデータなど

がある。しかし、取得できるデータは

昨今、これに留まらなくなってきた。

FacebookやLinkedinなどに代表され

るSNSへの本人の書き込みやそこに

見える人脈などWeb上のデータ、人

の動きやコミュニケーションのあり

ようをセンサーで測定したデータが

近年、注目を集めている。

　とはいえ、実際に５社に問うと、や

はり本格的に活用しているのは伝

統的な人事コアデータだ。イーライ

リリーで人事の評価・調査を司るア

ラン・コルキット氏は、「入社前、採

用選考の時点で回答してもらった

自社に対するイメージや仕事に対す

る考え等の記録に始まり、初期配属

時点の意識調査、ことあるごとに実

施した社内サーベイの回答に、退職

時や退職後に回答してもらった退職

理由のデータまで。これら、いわば

“エンプロイメント・ライフサイクル”

のすべてのデータを蓄積していま

す」と話す。

　その一方で、社外データや無意識

データの活用に対しては、すべての

企業が慎重な態度である。ウェルズ・

ファーゴのキャシー・ドーン氏は、

「行動や会話、社外での活動が人事に

観察されていることを、従業員の多

くは心地よく思わないでしょう。モ

チベーションやリテンションへの影

響が大きく、技術的には可能でも、高

い倫理観なしには難しいでしょう」

と、その理由を説明する。

　

　では、今、急速に注目が広がって

いるデータ活用の目的は何か。まず

はデータが示す事実をつかみ取り、

採用や人材育成、タレントマネジメ

ントなど人事施策に反映させるこ

とである。

　米国企業の場合、なんといっても

リテンション施策にデータを活か

すことに注力している。人材獲得競

争が激しく、優秀な人材が他社に

転職するリスクに常にさらされる

環境にあるからだ。たとえばイーラ

イリリーでは「サーベイのコメント

データを経年で分析することに

よって、退職する可能性の高い人

材かどうかをある程度予測できる

ようになった」（コルキット氏）とい

う。データ活用以前は、「辞めたい」

と言われてから引き止め策を講じ

るなど、後手に回ることが少なくな

かった。「会社が国内に閉じ、従業員

数が限定されているならばそれで

いいかもしれない。しかし、世界10

万人の社員を把握しようと思えば、

データ活用は必須」と強調するの

は、フェイスブックで人材配置を指

揮するロス・スパークマン氏だ。

　そしてもっと直接的にビジネス

の課題解決に取り組む場合もある。

「人事のデータ分析チームはビジネ

スのパートナー」と明言するのは、

ウォルマートのサバ・ベイヤン氏だ。

「短期・長期の事業課題の解決を、

データ分析で支援しています。たと

えば、パートタイムスタッフが勤務
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時間に不満がある。彼らの期待と

現実のミスマッチを解消するため、

店舗の繁閑による最適な勤務人数・

時間をデータで分析し、全員が満足

するソリューションを提供したり

します」

　このように、特定の目的を持って

特定のデータを集め、分析すること

によって、最適な施策を打つことが

可能になる。だが、こうした目的に

合わせてデータを活用するだけが

データの力ではない。「多様なデー

タを取得・蓄積しておけば、データ

分析の専門家たちが探求的に新

しい視点で分析することによって、

興味深い結果を導き出すこともでき

ます」と、サンディスクのマリリン・

ベッカー氏は説明する。同社では30

種のデータのうち、人々のパフォー

マンスに影響を与えるのはどれか

を特定した。「“報酬のレベル”より

も、“同僚によるフィードバック”の

ほうがずっと影響が大きいことが

わかりました」。広範なデータを蓄

積しておけば、それらを使って顕在

化していない問題に早めに対処し

たり、新たな人材の活かし方を発見

したりすることができる。その意味

では、蓄積された人に関するデータ

とは、人事にとっての「インフラ」と

さえ言い得る。

　取材した５社の人事では、データ

サイエンティスト／データアナリ

ストと呼ばれるデータ分析の専門

家が活躍している。米国の企業で

は、人事部門が専門家の採用を急い

でいるという。こうした専門家チー

ムの多くは、システム部門ではな

く、人事部門のなかにおかれてい

る。メンバーの数は、通常２～３人

程度。５社のなかで最も多いフェイ

スブックで７人だ。

　コルキット氏やスパークマン氏

のように、人事と統計学の専門知識

を併せ持つ人もいるが、数は多くな

い。各社ともデータ分析の専門家を

人事に増やしたいと考えているが、

「獲得競争は厳しい」とスパークマ

ン氏は言う。「人事領域だけでなく、

マーケティング部門や購買部門な

どでもデータ分析の専門家のニー

ズは急騰しているため、人事の仕事

に彼ら専門家の興味関心を惹きつ

けるのは簡単なことではないので

す」（スパークマン氏）。人材不足を

補うため、ウェルズ・ファーゴのよ

うに「財務やマーケティングなど他

の部門から、人事に専門家を異動さ

せる」（ドーン氏）企業もある。

出典：取材をもとに編集部作成
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ストはどこに所属し、
どんなバックグラウ
ンドを持つ人か

ウォルマート サンディスク ウェルズ・ファーゴ フェイスブック

製薬 小売 電子機器製造 金融 IT

リテンションをはじめと
する人事課題の原因特定
と解決策の提供

ビジネス戦略のパート
ナーとして、HRアナリティ
クスによってビジネスの
課題を解決していく。人材
がビジネスのドライバー
になるように支援する

人のパフォーマンスを上
げることにデータを寄与
させる

ビジネス課題に対する示
唆提供

世界の10万人の社員の状
態を正しく把握するため

HRのコアデータである
パーソナルデータ、パフォー
マンス、昇格データ、サーベ
イデータなど。従業員（お
よび従業員予備軍、退職
後まで含む）のリクルー
ティングサーベイ、オン
ボーディングサーベイ、エ
ンゲージメントサーベイ、
イグジットサーベイなど、
“エンプロイメント・ライフ
サイクル（雇用されている
全期間）”のすべてのデータ

既にあるHRのデータを活
用。デモグラフィ（年代、
性別など）、コンペンセー
ション、昇進・昇格、サー
ベイなど

タレントマネジメント、
採用など、従来的なHRの
データ。
事業業績、失業率といっ
たマクロなデータ

HRのコアデータを基本的
には活用。Facebookと同
様に、誰と誰がコネクト
し、誰が情報の結節点に
なっているかといった
マッピングデータも使用
している

なぜ会社を辞めてしまう
のか、という分析（それに
よるリテンション策へ
の貢献）。「こういう回答
をした人は3年後に辞め
る」といった予測が可能
になっている

店舗の繁閑による人数の
最適化を行い、スタッフ
の満足度の向上に寄与す
るなど、現場の問題に対し
てデータによる原因分析
とソリューションを提供

HRが持つコアデータを活
用し、できることをさま
ざまな視点で模索。たと
えば何がパフォーマンス
に影響を与えているのか。
ファクターを30に絞り、
そのうち、どれがハイパ
フォーマー、ローパフォー
マーを決定するのかを調
べ、５つのパフォーマンス
ファクターを特定した。一
方で、パフォーマンスに
関係ないもの（ジェン
ダーなど）も特定

HRのデータをHR以外の
現場の人たちも使えるよ
うにする。個人データで
はなく、ジョブタイトル
やチームごとのエンゲー
ジメント、パフォーマン
スなど、人事のトレンド
データ（将来予測も含め
て）を提供。たとえば、
チームの離職率が他と比
べて高い場合、リスク回
避のための戦略をマネ
ジャーが考えるときに活
用。離職率が低くても重
要なタレントが抜けた場
合の影響を付加するな
ど、データの重みづけも
行っている

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある。メ
ンバーは２人。組織心理学
のドクター、統計学の専門
家チーム

アナリティクスチームは
75人から80人。グローバ
ルマーケットをサポート。
データサイエンティスト
には、統計、宇宙、心理、原
子力などさまざまなバッ
クグラウンドを持つ人が
いる。チームのメンバー
は、全員ビジネスの知識
を身に付けるため、必ず
店舗経験を積む

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある。
近年、メンバーを増やして
いる。人事の知識・経験よ
り、アナリティクスの専
門家を採用。ファイナンス
や、弁護士出身者もいる

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある。
現在、７人のデータサイエ
ンティストがいるが、数を
増やそうとしている。７人
で全世界をカバー

人事 人事 人事 人事、現場のマネジャー 人事、現場のマネジャー

誰が分析し、
誰が使っているのか

○米国企業の人事データ活用事例

26 No.136 Jun ---  Jul 2016 27No.136Jun ---  Jul 2016



時間に不満がある。彼らの期待と

現実のミスマッチを解消するため、

店舗の繁閑による最適な勤務人数・

時間をデータで分析し、全員が満足

するソリューションを提供したり

します」

　このように、特定の目的を持って

特定のデータを集め、分析すること

によって、最適な施策を打つことが

可能になる。だが、こうした目的に

合わせてデータを活用するだけが

データの力ではない。「多様なデー

タを取得・蓄積しておけば、データ

分析の専門家たちが探求的に新

しい視点で分析することによって、

興味深い結果を導き出すこともでき

ます」と、サンディスクのマリリン・

ベッカー氏は説明する。同社では30

種のデータのうち、人々のパフォー

マンスに影響を与えるのはどれか

を特定した。「“報酬のレベル”より

も、“同僚によるフィードバック”の

ほうがずっと影響が大きいことが

わかりました」。広範なデータを蓄

積しておけば、それらを使って顕在

化していない問題に早めに対処し

たり、新たな人材の活かし方を発見

したりすることができる。その意味

では、蓄積された人に関するデータ

とは、人事にとっての「インフラ」と

さえ言い得る。

　取材した５社の人事では、データ

サイエンティスト／データアナリ

ストと呼ばれるデータ分析の専門

家が活躍している。米国の企業で

は、人事部門が専門家の採用を急い

でいるという。こうした専門家チー

ムの多くは、システム部門ではな

く、人事部門のなかにおかれてい

る。メンバーの数は、通常２～３人

程度。５社のなかで最も多いフェイ

スブックで７人だ。

　コルキット氏やスパークマン氏

のように、人事と統計学の専門知識

を併せ持つ人もいるが、数は多くな

い。各社ともデータ分析の専門家を

人事に増やしたいと考えているが、

「獲得競争は厳しい」とスパークマ

ン氏は言う。「人事領域だけでなく、

マーケティング部門や購買部門な

どでもデータ分析の専門家のニー

ズは急騰しているため、人事の仕事

に彼ら専門家の興味関心を惹きつ

けるのは簡単なことではないので

す」（スパークマン氏）。人材不足を

補うため、ウェルズ・ファーゴのよ

うに「財務やマーケティングなど他

の部門から、人事に専門家を異動さ

せる」（ドーン氏）企業もある。

出典：取材をもとに編集部作成

Marilyn Becker_サンディスク　Director, HR 
Systems

マリリン・ベッカー氏

Saba Beyene_ウォルマート　Senior Director, 
Global People Analytics

サバ・ベイヤン氏

イーライリリー

目的

どんなデータを
活用しているのか

どのように
活用しているのか

データの使い手は誰か

データサイエンティ
ストはどこに所属し、
どんなバックグラウ
ンドを持つ人か

ウォルマート サンディスク ウェルズ・ファーゴ フェイスブック

製薬 小売 電子機器製造 金融 IT

リテンションをはじめと
する人事課題の原因特定
と解決策の提供

ビジネス戦略のパート
ナーとして、HRアナリティ
クスによってビジネスの
課題を解決していく。人材
がビジネスのドライバー
になるように支援する

人のパフォーマンスを上
げることにデータを寄与
させる

ビジネス課題に対する示
唆提供

世界の10万人の社員の状
態を正しく把握するため

HRのコアデータである
パーソナルデータ、パフォー
マンス、昇格データ、サーベ
イデータなど。従業員（お
よび従業員予備軍、退職
後まで含む）のリクルー
ティングサーベイ、オン
ボーディングサーベイ、エ
ンゲージメントサーベイ、
イグジットサーベイなど、
“エンプロイメント・ライフ
サイクル（雇用されている
全期間）”のすべてのデータ

既にあるHRのデータを活
用。デモグラフィ（年代、
性別など）、コンペンセー
ション、昇進・昇格、サー
ベイなど

タレントマネジメント、
採用など、従来的なHRの
データ。
事業業績、失業率といっ
たマクロなデータ

HRのコアデータを基本的
には活用。Facebookと同
様に、誰と誰がコネクト
し、誰が情報の結節点に
なっているかといった
マッピングデータも使用
している

なぜ会社を辞めてしまう
のか、という分析（それに
よるリテンション策へ
の貢献）。「こういう回答
をした人は3年後に辞め
る」といった予測が可能
になっている

店舗の繁閑による人数の
最適化を行い、スタッフ
の満足度の向上に寄与す
るなど、現場の問題に対し
てデータによる原因分析
とソリューションを提供

HRが持つコアデータを活
用し、できることをさま
ざまな視点で模索。たと
えば何がパフォーマンス
に影響を与えているのか。
ファクターを30に絞り、
そのうち、どれがハイパ
フォーマー、ローパフォー
マーを決定するのかを調
べ、５つのパフォーマンス
ファクターを特定した。一
方で、パフォーマンスに
関係ないもの（ジェン
ダーなど）も特定

HRのデータをHR以外の
現場の人たちも使えるよ
うにする。個人データで
はなく、ジョブタイトル
やチームごとのエンゲー
ジメント、パフォーマン
スなど、人事のトレンド
データ（将来予測も含め
て）を提供。たとえば、
チームの離職率が他と比
べて高い場合、リスク回
避のための戦略をマネ
ジャーが考えるときに活
用。離職率が低くても重
要なタレントが抜けた場
合の影響を付加するな
ど、データの重みづけも
行っている

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある。メ
ンバーは２人。組織心理学
のドクター、統計学の専門
家チーム

アナリティクスチームは
75人から80人。グローバ
ルマーケットをサポート。
データサイエンティスト
には、統計、宇宙、心理、原
子力などさまざまなバッ
クグラウンドを持つ人が
いる。チームのメンバー
は、全員ビジネスの知識
を身に付けるため、必ず
店舗経験を積む

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある。
近年、メンバーを増やして
いる。人事の知識・経験よ
り、アナリティクスの専
門家を採用。ファイナンス
や、弁護士出身者もいる

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある

人事部門のなかにアナリ
ティクスチームがある。
現在、７人のデータサイエ
ンティストがいるが、数を
増やそうとしている。７人
で全世界をカバー

人事 人事 人事 人事、現場のマネジャー 人事、現場のマネジャー

誰が分析し、
誰が使っているのか

○米国企業の人事データ活用事例

26 No.136 Jun ---  Jul 2016 27No.136Jun ---  Jul 2016



業でデータを集め、１年以上かけて

レポートするのが普通でしたが、今

は同じ作業が１週間で可能です。こ

れによって収集と解析のタイムラ

グが短期化し、１カ月に１度、２週

間に１度と頻度高く提出される分

析をもとに、リアルタイムで人事施

策や事業の改善に役立てようとし

ています」（アダムセン氏）。

　データの量は今後も加速度的に

増える。米国でも“本当のビッグ

データ時代”を今、まさに迎えよう

としているのだ。

　活用法も、同様に変わっていく。

データ活用は一般的に、アーカイブ

（蓄積）、アナライズ（分析）、プレ

ディクト（予測）の３つのステップ

を踏むといわれるが、リテンション

すべき人を特定するなどのデータ

活用法は、分析を超えて予測の領域

に踏み出している。

　また、従来は人事のITシステムを

構築・設計するのはシステム部門

の役割だったが、今は人事部の内

部にその役割を取り込んだ企業が

多い。そして、データを事業の現場

で活用できるように、現場のマネ

ジャーを使い手として育てつつあ

る。ツールの進化により、現場で見

たデータを即時に施策の修正や意

思決定に活かすことが可能になっ

た。これらの努力によって、人事に

も現場にもデータ・ドリブン・カル

チャー（データを重視する文化）が

できつつある。

　翻って、我が国はどうか。

　ここまで見てきた通り、米国にお

いてデータ活用の機運は高まってい

る。デロイトの『グローバルヒューマ

ンキャピタルトレンド2016』の調査

結果によれば、2015年に「ニュートラ

ル」だった「人事におけるデータ活

用」への評価は、2016年に「積極的」に

転じた（＊1）。人に関するデータ活用全

般を示す「ピープルアナリティクス」

という言葉も一般化しつつある。

　米国の人事コンサルタントであ

り、人事のデータ活用に詳しいアル・

アダムセン氏は、米国企業のデータ

活用の進化を、「ITの進化によって経

営リーダーたちのデータへの期待が

膨らみ、システムに巨額投資するよ

うになったことが背景にある」と説

明する。「タレントマネジメントシス

テムなどの人事データベースはどこ

の企業も持っています。それらを

使ってどんな改善や、どんな事業へ

の貢献ができるのか、経営陣は人事

にも具体的なリターンを示すように

求めています。それに応えるために

人事が、データの活用に真剣に取り

組むようになってきたのです」（ア

ダムセン氏）。

　人事におけるデータ活用の進化

を、企業・専門家の取材をもとにま

とめたのが右ページの図だ。先に紹

介した米国の先進企業が、ちょうど

「現在」と「未来」の過渡期にある。

　使用データは今も、従来と変わら

ず人事のコアデータが多い。期待が

高まるセンサーデータ、Web上の

データの活用は、技術的には可能で

あっても、「米国でも一部の超先進

的な大手企業とシリコンバレーの

ベンチャーなどでしか実例はない」

（アダムセン氏）という。活用が進ま

ない理由は、経営者、人事が法的リ

スクや従業員のモチベーション低

下を危惧するのと同時に、「研究的

価値は高くても、事業や経営にもた

らされる価値が明確に提示されて

いないため」とアダムセン氏は話す。

同時に、人事のコアデータと異な

り、データの正確性が担保されてい

ないことも課題だという。

　しかし、アダムセン氏は、「使用さ

れるデータの種類は、間違いなく多

様になっていく」と予測する。「デジ

タル時代に育った若い世代は、前の

世代と異なり、情報をシェアするこ

とへの抵抗感が低い。5年後、10年後

には感情や思考をデータとしてと

らえコミュニケーションに活用す

ることが現実になるでしょう」（ア

ダムセン氏）。シリコンバレーのベ

ンチャー企業では、センサーデータ

の活用など先進的な取り組みに

よって、優秀な人材を集めようとす

る動きが既に始まっている。

　データの種類が多様になると同

時に、取得の頻度も高くなりつつあ

る。「従来は大人数のチームが手作

（＊1） “Global Human Capital Trend 2016”, Deloitte

出典：取材をもとに編集部作成
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業でデータを集め、１年以上かけて

レポートするのが普通でしたが、今

は同じ作業が１週間で可能です。こ
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析をもとに、リアルタイムで人事施
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データ蓄積がゼロ、あるいは日本と

海外のデータがばらばらに存在する

企業にとって、全世界、全事業で統合

したデータの取得・蓄積はかなり

ハードルが高い。「ならば、優先順位

の付け方は３つあります」（鵜澤氏）

　まずは、階層の上位から順番に。

役員から始め、次世代リーダー、管

理職と取得範囲を広げる。また、特

定の戦略的重点地域で行う方法も

ある。多くの日本企業の場合、これ

からは欧米よりアジア。アジアから

パイロット展開を進める企業は多

い。あるいは、特定の職種から進め

ることも考えられる。技術という世

界標準があるエンジニアや研究開

発のタレント情報を優先的に本社で

統括する企業も現れている。

　それなりの人的・金銭的コストが

かかったとしても「今、日本企業が

データ活用に本格的に取り組む意

味はあります」と鵜澤氏は強調す

る。「グローバル人事を展開するに

あたって、日本企業は本社側の強い

リーダーシップで現地にガバナン

スを利かせることが苦手。現地法人

の人事はなかなか言うことを聞い

てくれません。この状況を打破する

ために、データという客観的事実を

介してコミュニケーションするこ

とは極めて有効です。『私たちはタ

レント管理ができているから問題

ない』という現地の主張に対して、

業界のベンチマークと比較して、離

職率の高さや過剰な人員数を具体

的に示して、論理的に説得すること

もできるでしょう」（鵜澤氏）

　もう１つの意味は、将来への備え

だ。グローバルスケールでの人事デー

タ管理体制やインフラの構築には２、

３年はかかる。“本当のビッグデータ時

代”が到来し、人事の世界が科学的ア

プローチにシフトしたときに、急にや

ろうと思っても先行企業に追いつけ

ない。“データ・ドリブン・カルチャー”

を、今、つくっておく必要がある。

 「日本企業の人事データ活用は、まさ

にこれから」と、人事データやグロー

バルクラウド人事システムを専門と

するデロイト トーマツ コンサルティ

ングの鵜澤慎一郎氏は話す。「これま

ではデータマネジメントを本社人事

が主体的に行う理由が希薄でした。

海外従業員管理においては、その対

応自体が遅れているか、現地に任せ

て本社人事は介入しませんでした。

一方、国内従業員管理においては、日

本企業は新卒一括採用が中心で、人

事部員の頭に入社時からの異動履歴

やパフォーマンス評価結果が暗黙知

として存在し、その判断でなんとか

できたのです」（鵜澤氏）。ところが、

事業のグローバル展開やグローバル

タレントマネジメントの必要性から、

本格的に本社主導のタレントデータ

管理や統合的な人事システム構築を

せざるを得なくなりつつある。

 「第１段階はデータの“取得と蓄積”

を効率的に行うこと」（鵜澤氏）だ。

　特に、日本企業の多くが頭を悩ま

せるのは海外現地法人の人材デー

タの把握だ。「国内の経済が伸び悩

む今、日本企業にとって、活路を開

くべきは海外。これからは日本人駐

在員に依存せず、現地でグローバル

リーダーにもなり得る優秀な人材

を発掘し、適切に配置・育成する現

地化を推進することが勝敗を決め

ます」（鵜澤氏）

　日本国内の人材データの蓄積に

も課題はある。「実は国内に限定する

と、日本企業は豊富なデータを持っ

ていますが、残念ながら使いこなせ

ていません」（鵜澤氏）。理由の１つ

は、基礎的なタレントプロファイル

（人物情報）は労務部門、トレーニン

グ履歴や資格は人材開発部門、人事

評価履歴は人事企画部門など、デー

タが点在していることで、包括的な

データ活用の制約となっている。

　もう１つの理由は、「データの“取

り過ぎ”」（鵜澤氏）である。日本企業

は、卒業高校名など、海外現地法人

が持たないデータまで取りたがる。

 「事業や人材の成長に直結するデー

タに限定し、それを統合データベー

ス化して、はやく“使う”ことに意識

を向けるべき。実際に、経営者に問

うと、『情報の網羅性や過去履歴よ

りも今すぐ役立つデータのほうが

大事』というのです」（鵜澤氏）

　では、必要最低限のデータとは何

か。また、どのように集めるのか。

 「定量・定性両面の多様なデータを

取得・蓄積し、統計学や人工知能を

使った高度なデータ分析は次の段

階。まずは、国内外のタレントの基

礎情報の取得・蓄積・活用が急務で

す」（鵜澤氏）。今後、特に求められる

のは将来の経営を担うリーダー人

材やビジネスモデルを変え得るイ

ノベーション人材、地域をまたいで

活躍する極めて専門性の高い人材

など。「彼らの適材適所を判断する

ためのデータが必要。パフォーマン

ス評価だけでなく、キャリア志向性

や、360度フィードバックによる評

判などが含まれます」（鵜澤氏）

　しかし、今の時点で海外人材の
Uzawa Shinichiro_デロイト トーマツ コンサル
ティング　執行役員

鵜澤慎一郎氏

まずは“必要最低限”
データの一元管理と活用から

日本企業のデータ活用―今ある課題、これからの課題

階層、地域、職種……
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上がるかがわかる。将来的には、企

業を超えたデータのオープン化も

あり得るともいう。「ある会社に転

職したい、と思ったとき、その会社

で働く人の行動と自分の行動を比

較する。その差を埋めることで、転

職の可能性が高まるかもしれませ

ん」（ウェイバー氏）

　人事領域でのセンサーデータの

活用は、多くの人にとって現実感が

薄いだろう。それでもウェイバー氏

はこう予言する。「今後10年以内

に、大企業の過半数に、センサー

データも含めたデータ活用専門の

部門ができる。そして、その次の10

年で、それを持っていない会社は存

続できなくなるでしょう」

　ウェイバー氏がそのように言う

理由は、既にマーケティングなどの

領域ではセンサーデータは大いに

活用されているためだ。小売店では

顧客のデータを取得し、どんな商品

の配置、どんな広告の言葉が顧客の

購買につながるのか、研究が進む。

「同じように、従業員が何によって

モチベートされるのか、明確に知り

たいという経営者や人事のニーズ

は高まるでしょう」（ウェイバー氏）

　活用の課題は既に述べた通り、従

業員の感情への配慮とプライバ

シー保護に関する法的リスクだが、

「これらは、乗り越えられる」とウェ

イバー氏は自信を持つ。「データ取

得にあたって、私たちは厳しいルー

ルを設けています。まず、オプトイ

ン（承諾）形式とし、十分に説明し

て本人の同意を得ます。さらに、

データの所有権は個人にあること

を明確にし、その人の所属する会社

の人事や上司には、集計データだけ

を渡します」（ウェイバー氏）。プラ

イバシーの保護を徹底しなければ、

行動データを記録されることへの

抵抗感は払拭されない。だからこ

そ、データの活用や公開に関して、

厳しい規制と万全の体制構築が必

要だ。「技術の提供者である私たち

自身が規制をつくることを政府に

求め、現在でも最も個人情報保護に

厳しいEU基準以上の自主規制を遵

守しています」（ウェイバー氏）

　もう１つの課題は、「データを

使って会社を変革するデータ・ドリ

ブン・カルチャーをつくれるかどう

か」（ウェイバー氏）だ。「データは事

実を提供するのみ。人がそこから示

唆を受けて、最もいい仕事、職場の

ありようを考える。データと協業す

る文化をつくる必要があるでしょ

う」（ウェイバー氏）

　ここからは、“本当のビッグデータ

時代”という未来を垣間見たい。セン

サーデータといえば、米国企業です

ら慎重な姿勢を示す新しいデータの

活用だが、ここに来てその研究や実

証実験が各国で急速に進んでいる。

　あらためて、センサーデータとは

何か。マサチューセッツ工科大学メ

ディアラボや日立製作所の中央研究

所などで研究員を務め、現在ヒュー

マナイズ社CEOとしてセンサーデー

タ取得用デバイスの製作およびそれ

による分析・ソリューションを手がけ

るベン・ウェイバー氏は、「従来の上司

による評価や本人が記入するサーベ

イのように、人の恣意や思い込みが入

り込む隙のない、事実を示すデータ」

だと説明する。同社製のデバイスは、

運転免許証ほどの大きさの「ソシオメ

トリックバッジ」（次ぺージ写真）だ。

　このバッジで取得できるデータ

はまず、人の動きだ。オフィスに埋め

込まれた位置情報センサー（ビーコ

ン）と組み合わせれば、バッジを着

けている人がどのように動き、どこ

でどれくらいの時間を過ごしたか

がわかる。また、赤外線で人と人が

向かい合っていることを認識し、誰

とコミュニケーションを取ってい

るかが測定できる。そこで交わされ

る会話の音声データはリアルタイ

ムで収集され、声量、声の高さや強

弱といった会話の特徴が抽出して

記録される（＊2）。「これらによって、

チームやそのメンバーの状態が可

視化されることが最大のメリット」

と、ウェイバー氏は強調する。

　たとえば、業績の高い人やチーム

の行動を特定することが可能だ。他

者とのコミュニケーションに使う時

間。会議に割く時間。誰と誰がコ

ミュニケーションを取っているのか。

あるいは最も多くの人と会話する、

影響力の大きなキーマンは誰かも

わかる。「それぞれの会社には、“こ

うすれば成果が出る”と推奨される

仕事のやり方がある。あるいは、上

司は発言量が多い部下をキーマン

だと思っている。しかし、人の目で

見える範囲は限定されています。実

際に業績のいいチームの行動や

キーマンがその固定観念とは異なる

場合もあるのです」（ウェイバー氏）

　チームやマネジャーだけでなく、

個人にとっても恩恵はある。「デー

タのフィードバックを受けること

で、自分のキャリアや成長を自らデ

ザインできるようになります」

（ウェイバー氏）。たとえば、最も業

績のいい営業担当者と自分の仕事

のやり方をデータで比較すれば、自

分の行動のどこを変えれば成果が

↙

＊2）会話の内容そのものは記録されない。

Ben Waber_ヒューマナイズ　CEO

ベン・ウェイバー氏

ソシオメトリックバッジは重さ200グラム程度。「近
い将来、もっと軽くなる。将来は腕時計などと一体化
したウェアラブルデバイスになり、より簡易にデー
タが収集できるようになるでしょう」（ウェイバー氏）
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 「米国企業でも思ったほどデータ活

用は進んでいないんだね」。本特集の

制作途中で、そんな声が聞こえた。本

当にそうか。確かに彼らが使うのは

伝統的な人事コアデータであり、そ

れ以外のデータの使用を躊躇してい

るものの、経営や現場に貢献し、頼ら

れるデータ・ドリブン・カルチャーを

つくることに成功しつつある。

　データ・ドリブン・カルチャーは、

データ取得の目的や領域、閲覧者を

明示する、という透明性なしには築

けない。「監視や統率のために使われ

るのではない」という信頼が基盤だ。

　また、「データは、自らの勘と経験

だけでは得られない示唆を与えてく

れる」という感覚を持たせなければ、

誰もデータに目もくれない。上記の

２つはデータの種類が変わっても同

じことだ。データ・ドリブン・カル

チャーを醸成した企業が新しいデー

タを使いこなすのは、そう難しくな

い。いつでも急発進できる。日本企業

も、うかうかしてはいられないのだ。

も自分からオフィス内を広く動き

回っており、チーム以外の人ともコ

ンタクトしていた（図中）。ここまで

は想定内の結果だった。しかし、コ

ミュニケーションのなかで本人が発

言している割合は部署平均より低い

（図下）。つまり、相手の話を聴いてい

る時間が長く、「よくしゃべる」ので

はなく「よく聞いて」情報収集を積極

的に行っている姿が浮かび上がって

きたのだ。「人の目で見えることや思

い込みを超えた事実を、データが教

えてくれたのです」（鹿内）

　また、実験開始前には、人事やマネ

ジャーに対してデータに基づく改善

提案がなければ、データ活用意欲は高

まらないだろうと予測していたが、

「データを可視化するだけでも大きな

効果があるとわかった」（鹿内）とい

う。「ほかのチームに比べてコミュニ

ケーションの量が少ない、というよ

うな集計データの可視化によって、

マネジャーはその原因や改善の方法

について自分なりの気づきを得るの

です」（鹿内氏）。データと人のコラボ

レーションは、確かに可能なのだ。

　ウェイバー氏とともに、日本で実

証実験を行った例がある。リクルー

トキャリアでの取り組みだ。「データ

活用が人事領域では発展途上である

ことに課題を感じていた」と、同社IT

戦略室の鹿内学は話す。ともにプロ

ジェクトを主導した小股幸生は、前

職のメーカーでの経験を振り返る。

「その会社では、営業が１日に何分電

話で話し、そのうち何割を新規顧客

の開拓に費やせば最も成果が出る

のか、データで示されていました。

当社でも、人の能力の最大化のため

に、もっとデータが貢献できると考

えていました」（小股）

　実験は、2015年10月から、リク

ルートキャリア大阪拠点で行われ

た。事前に個人に対して説明会を実

施し、参加表明した約60人がヒュー

マナイズ社のソシオメトリックバッ

ジを１カ月間、装着した。出社する

と、入り口に並べられたバッジを首

から下げる。外出時や退社時には

外す。このバッジと、オフィス内の

各所に設置したビーコンでデータを

集めた。集めたデータの種類は主に

３つ。１つは、発話のデータだ。発話

された時刻、１回ごとの発話の時

間、発話していない（すなわち、傾聴

している）時間を記録する。２つ目

は、話した相手について。話した時

間、相手の職種や所属など。３つ目

は、社内のどこにいたか、それぞれの

場所での滞留時間など、その人が動

いた場所のデータだ。

　実験における大きなハードルは、

従業員の理解を得て、実験に参加し

てもらうことだった。事前説明会で

は、プライバシーが完全に保護され

ること、取得したデータは個人の評

価には一切影響しないことなどが伝

えられた。「同時に、コミュニケー

ションや行動の傾向を実験終了後、

各人にフィードバックするという、

データ取得のメリットを説明し、装着

率を高める努力をしました」（小股）

　これらによって何が見えたのか。

「集めたデータは“インフラ”のような

もの。目的によって多様な分析がで

きます。今回の実験では、働き方の検

討を目的に、チームと個人のコミュ

ニケーションのありように着目して

分析することにしました」（鹿内）

　データ集計結果の一例が、右上の

図である。「Ａさん」は上司や同僚から

「よくしゃべる」と認識されていた。

Ａさんは、確かに会話している人の

数が部署平均より多く（図上）、しか

出典：実際のデータをもとに鹿内作成（数値は仮想）
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場所での滞留時間など、その人が動

いた場所のデータだ。

　実験における大きなハードルは、

従業員の理解を得て、実験に参加し

てもらうことだった。事前説明会で

は、プライバシーが完全に保護され

ること、取得したデータは個人の評

価には一切影響しないことなどが伝

えられた。「同時に、コミュニケー

ションや行動の傾向を実験終了後、

各人にフィードバックするという、

データ取得のメリットを説明し、装着

率を高める努力をしました」（小股）

　これらによって何が見えたのか。

「集めたデータは“インフラ”のような

もの。目的によって多様な分析がで

きます。今回の実験では、働き方の検

討を目的に、チームと個人のコミュ

ニケーションのありように着目して

分析することにしました」（鹿内）

　データ集計結果の一例が、右上の

図である。「Ａさん」は上司や同僚から

「よくしゃべる」と認識されていた。

Ａさんは、確かに会話している人の

数が部署平均より多く（図上）、しか

出典：実際のデータをもとに鹿内作成（数値は仮想）

リクルートキャリア　HRアセスメントソリューショ
ン統括部ソリューション営業部ソリューション第一
営業グループ

小股幸生
リクルートキャリア　IT戦略室 プロダクトマーケ
ティング部 データアナリティクスグループ

鹿内 学

○のべ会話人数（週あたり）

○移動距離（単位時間あたり）

○発言率（対面時間あたり）

Aさん

Aさん

Aさん

実証実験で見えた、センサーが個人やチームにもたらすものとは

信頼と貢献を基盤としたデータ・ドリブン・カルチャーの構築を急げ

集計データの可視化だけ
でも気づきは十分にある
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合唱指導者

菅野正美
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 「合唱王国」の名にふさわしく、福島

県には、全国規模のコンクールで常

に上位入賞を果たす名門校が多く存

在する。そのなかにあって、高校合

唱界きっての指導者として著名なの

が菅野正美氏。全日本合唱コンクー

ル、NHK全国学校音楽コンクールと

いう２大大会で、指導校を20回以上、

全国の頂点へと導いてきた。それら

輝かしい実績の背景には「生徒の可

能性を信じ、任せきる」というマネジ

メント哲学が貫かれている。

      聞き手＝石原直子（本誌編集長）

――菅野さんは、国
くにたち

立音楽大学で教

育音楽学を学ばれたのちに帰郷し、音

楽科教諭として高校合唱指導に全力

を傾けてこられました。もとより合

唱は、とても身近なものだったとか。

　伝統的に音楽教育が盛んな福島県

では、「歌うこと」はかっこいいんで

すよ。小・中・高問わず、多くの学校

は地区単位での音楽祭に臨みますし、

そこから県大会に選ばれることが、

子どもたちのステータス。私も小学

生のときから当然のように合唱を始

め、ずっと続けてきました。

　そもそもは、姉たちが弾くピアノ

によって音楽に魅せられたのです。

夢中になり、見よう見まねでピアノ

を練習するうち、気がつくと姉たち

よりうんと上手になっていた ( 笑 )。

周りからも褒められ、すっかりその

気になった私は、高校生の頃には

「音楽の道に進む」と決めていました。

　国立音大には、同郷であり、合唱

界の草分け的存在である岡本敏明先

生がいらして、合唱が実に盛んだっ

たのです。在学中は、私も地方の学

校に出向いて合唱する活動をしたり

と、振り返れば、ずっと合唱にかか

わってきたことになります。

――どこの学校でも合唱ができると

いう福島県のカルチャーは素敵です

ね。とはいえ声質だとか、才能のよ

うなものが問われるのでは？

　それはまったく関係なくて、声さ

え出れば合唱はできるんです。もち

ろん、音程がうまく取れない子もた

くさんいますよ。でも、声帯は筋肉

ですからトレーニングでいくらでも

鍛えられるし、音程も矯正できます。

　確かに合唱経験者は多いですが、

高校生になってから始める子どもも

少なくありません。たとえば、中学

時代は運動部だった男子たちが、高

校の入学式で見事なハーモニーによ

る校歌を聞いたりすると、感動して

「俺たちもやりたい！」と合唱部に入

ってきたり。福島県の音楽教育の素

晴らしさは、いつでも誰でもウエル

カムという土壌にあるのです。

私が問うのは「どう歌いたいか」

「どうなりたいか」ということ

Text ＝ 内田丘子（TANK)　　Photo ＝ 橋本裕貴

Kanno Masami_1955年生まれ。合唱
指導の第一人者として、数々の高校生
合唱団を全国トップの座に導く。今春、
福島県立郡山高等学校で定年を迎えた。

合唱指導者

菅野正美
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    最も重要なのは 
    自主性を育むこと

――菅野さんはどのような指導

スタイルを取られるのですか。

　最初に、ソプラノ、テノール

などといったパート決めをする

くらいで、基本はすべて生徒た

ちに任せています。学校によっ

て、その時々のチームによって、

“声の響き”は違いますから、教

えるというより、それぞれが持

つ能力を引き出すことが最大の

強みになると考えるからです。

　かつて、全国でも屈指の強豪

校として知られる安積女子高（*1）

と福島女子高（*2）で指導にあたり

ましたが、同じ女子校でもその

響きは全然違います。福島女子

高に赴任した当初、前の安積女

子高でのイメージが残っていた

私は、同じように表現すること

を求めたのですが、何百回練習

しても決して同じにはならない

んですね。生徒たちは、懸命に

私の期待に応えようとしている

のに。そのとき、私は間違って

いたと気づいたのです。これま

での経験や生活環境などの違い

が、そのまま音楽の違いとして

表れてくる……それこそが個性

であり、面白さなのだと。

――実際に、菅野さんは指導校

を次々と全国大会トップに導い

てこられました。毎年メンバー

が変わっても実績を重ねていく、

その秘訣は何なのでしょう。

　特別なことをしているつもり

はなくて、何かが違うとすれば、

やはり徹底して生徒たちの自主

性を重んじてきたことでしょう。

たとえば、コンクールに出るメ

ンバー、部長や副部長などとい

った “ 人事 ” を決めるのは生徒

たちで、私はいっさい口を出し

ません。合唱指導でもあえて具

体的なことは言わず、「そこは

もう少し紫色な感じなんだよな

ぁ」という具合で、楽曲の解釈

も一人ひとりに考えさせるよう

にしています。

　今の教育は大人が口を出しす

ぎるように思うんですよ。私が

問うのは「どう歌いたいか」「ど

うなりたいか」。自主性を育む

ことが最も重要なのです。そう

すれば独立心が芽生え、自分た

ちで目標を設定して行動するよ

うになります。そういう素地を

つくることは、常に強く意識し

てきました。

    合唱の魅力を伝えて 
    いくことを使命に

――長く高校合唱指導に携わっ

てこられた菅野さんにとって、

最大の喜びとは何ですか。

　高校生って、大人への階段を

登る最
さ

中
なか

にあるでしょう。まだ

（*1）現・福島県立安積黎明高等学校　（*2）現・福島県立橘高等学校



38 No.136 Jun ---  Jul 2016 39No.136Jun ---  Jul 2016

残っている “ 青さ ” が合唱を介して

変化し、成長していく様をそばで見

ていられるのは、指導者にとって最

高に幸せなことなんですよ。

　時には、生徒たちが選んだ部長に

「やれるかな？」と心配することもあ

りますが、立場が人をつくるのは高

校生も同じで、１年も経つと立派な

リーダーになっていたりする。また、

先輩という立場になれば、「ここま

で人は優しくなれるのか」と思うほ

ど熱心に、後輩の面倒を見るように

なる。ぶつかったり、悩んだりしな

がら、子どもたちが大人へと成長し

ていくプロセスは、見ていて本当に

楽しいし、誇らしいものです。

――今春、定年退職されて一つ大き

な区切りを迎えられました。今後は

どのような活動を？

　音楽には、始まりも終わりもない。

そんな感覚でずっと走り続けてきた

ので、これからも音楽と共にあるこ

とは変わらないですね。地元で立ち

上げた声楽アンサンブルの全国大会

での活動や、合唱連盟の仕事などを

通じて合唱の魅力を伝え続け、若い

世代を育てていくことが私の使命だ

と思っています。昨今のように、人

間関係が希薄になりがちな社会にお

いて、合唱は、人と人が対峙するこ

との素晴らしさを教えてくれます。

それを知った子どもが増えれば、日

本の将来はまだまだ大丈夫だと信じ

ているので、やはり、この仕事には

生涯をかける価値があるんですよ。

子どもたちが大人へと成長していく

プロセスこそが、誇らしい

合唱でも、運動系でも同じだが、

学校チームの最大の特徴は、卒業

と入学によって毎年メンバーが入

れ替わることではないだろうか。

どのチームの指導者も、才能に恵

まれた者や自らが育てた実力者を、

チームに置き続けることは絶対に

かなわない。さらに公立校の教員

となれば、自身の異動もある。

にもかかわらず、赴任する先々

で確実に実績を出してきた菅野氏。

その指導の神髄は「指導者が歌わ

せたいように歌わせるのではな

い」という点にある。高校生なり

に人生で経験したこと、体感した

感情を頼りに、自分たちがどう歌

いたいか、どう表現したいかを自

ら考えるよう、徹底して生徒に課

す。「なぜもっと悩ませて、苦しま

せてやらないのか。そのせいで、

今の子どもたちは人に委ねすぎて

いる」という菅野氏の言葉には、

合唱指導者を超えた教育者として

の、40年の蓄積が凝縮されている。

「この仕事には生涯をかける価値

がある」。こう断言するためには、

対象への愛情と、その対象と共に

走り続けたと誰憚
はばか

ることなく言

える実績の、両方が必要だろう。ま

さにそれらを兼ね備えた菅野氏に、

私自身も「どうなりたいのか」を

問われている、そんな時間だった。

After Interview
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はどういう経Ңで導入された

のですか。

খྛɿ育ࣇ・介ޢ中の社һを対

に、2���年に導入したのが最

初です。しかし、どうしても一

部の社һのための特別な੍

というイメージが১いきれず、

使うほうもԕྀがちになる。そ

こで、2�1�年には、ϫークライ

ϑバランスの࣭向上の؍から、

事༝を問わず生࢈ラインҎ֎の

　μイバーγςΟਪਐのい෩

もあり、近年、在ۈ੍を導

入するۀاが૿えている。しかし、

「をڞ༗するؒ࣌がݮることで、

チーϜϫーク生࢈性がԼす

るのではないか」というෆ҆か

ら、ݶ定తな活༻にཹまってい

るྫも多い。ॊೈな੍ઃܭと

の全ࣾతなۈඋで在ڥ

活༻をਐΊている日ࣗ࢈動ंの

খྛઍܙ氏と、「ಇきํとಇく

」のઐ門Ոとして、ϫークスタ

イル変ֵのコンαルςΟンάを

ఏڙするా༸ߦత生࢈性ݚ

、信氏とのରஊからࢁॴのฏڀ

在ۈޭの秘訣を୳る。

いؒ࣌でண実に果を 
ग़すたΊの在ۈ

ฏࢁɿ在ۈを導入するにあ

たって、まず大なのは目的の

明確化だと思います。日࢈で

Text ＝ ށ༑子　　Photo ＝ ܐ部༑߁

の「δϨϯϚ」߸ࠓ

Ί͍ͨʷ࢝Λۈࡏ
ੜੑ࢈Լ͕৺

খྛઍࢯ�ܙ
࢈自ಈं
μΠόʔγςΟ σΟϕϩοϓϝϯ
τ ΦϑΟεࣨ

1991年、্ஐେ学֎国ޠ学෦ଔޙۀ、ࣗ࢈ಈंೖࣾ。ϒ
ϥδϧ࢈、MaSLFUinH 4aMFs、(MoCaM 4aMFs༌ग़اը෦ͳ
ͲのϚωδϟʔをܦて、2�1�年ΑΓ現৬。

ฏࢁ৴ࢯ�
ా༸ߦ
һߦࣥ
తੜ࢈性ڀݚॴ ॴ

ઍ༿େ学学෦ۀҙঊ学Պଔ。19�1年、ా༸ߦにೖࣾ。
εϖʔεσβΠϯࣨ、ถ国ग़ڥ、σβΠϯڀݚॴͳͲ
をܦて、2���年͔Β現৬。
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全ैۀһに対を֦大しました。

　ただし、その時でもར༻上ݶは

݄１回、さらに１カ݄前のਃがඞ

要と、少し使いにくいものでした。

2�1�年には੍を֦ॆし、回

なく݄��時間まで、前日までݶ੍

のਃで使えるものになりました。

　当社では、在ۈのར༻希

者は、上࢘とし合ったうえでຖ

年事前登をします。੍ のॊೈ

性が増したことで、事前登の人

も、実ࡍのར༻者もॱௐに増え、

2�1�年の実ではཧ৬もؚめ全

社һの2�ˋがར༻しました。

ฏࢁɿつまり、特定の人のための੍

ではなくなった、と。

খྛɿはい。社内では「誰でも在」

とݺんでいます。Ϗジωスがグロ

ーバルにがっている今、やるべき

仕事は2�時間ઈえ間なくൃ生し、

どうしても࿑ಇ時間が長くなって

しまう実ଶがあります。できるだ

けい時間でண実に成Ռを出して

いくためにも、在ۈをうまく活

༻してほしいと考えています。

　たとえば、仕事が٧まっている時

期に在ۈを取り入れることで、

通ۈ時間をݮらすことができます。

また、ւ֎とのテレϏ会ٞのために

会社にډ残っているよりも、ૣ くՈ

にؼって一リϑレογϡし、会ٞ

の時間だけՈで仕事をするほうが

ずっとޮ的です。

ฏࢁɿ「誰でも在」というൃは、

これからの時代、ますます重要にな

ってくると思います。

　実は、コϛϡニέーγϣンのこと

だけを考えれば、օが同じ場ॴにू
ㆤㆩ

っているにӽしたことはありませ

ん。思いついたアイσアをଈ࠲に

ྡの人にぶつけてみることができ

ますし、৬場にいれば自分とは

関わりのないも࿙れ聞こえてく

るので、特に意識しなくてもಘられ

るใྔは多くなりますから。

　しかし、ಇく環境は時代とともに

変わっていきます。Ϗジωスのグロ

ーバル化が進み、ダイバーγテΟやϫ

ークライϑバランスが重ࢹされるよ

うになっているなか、全һが１カॴに

ूってಇくことは、ඞずしも当たり前

のことではなくなりつつあります。

　今後は、誰もが時間・ۭ間のଋറ

をれてಇける “ ܕࢄௐ分ڠ ” のリ

テラγーをにけていくことが重

要でしょう。在ۈは、その１つ

のきっかけになると思います。

在ۈの՝をࠀして 
生࢈性を高Ίていく

ฏࢁɿ一方で、「在ۈでは、ऺ 人

環ࢹがなくなり生࢈性がԼがるの

ではないか」という心配の声もよく

聞きます。実ࡍに導入してみて、こ

のはいかがですか？

খྛɿやってみると、決してそんな

ことはないと感じています。在

でのۈ時間やۀ内༰は、事前に

上࢘にใࠂしています。誰も「サϘ

っている」と思われたくありませんか

ら、自ずとඞࢮに仕事をします。上࢘

誰もが時間・空間の束縛を離れて
働ける“協調分散型”のリテラシーを
身に付けていく

平山信彦 氏

在宅勤務によって、
マネジャーにできていなかったことが
膿
うみ

となって出てくる

小林千恵 氏
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を持つなというルールです。

　さらに先を行くۀاでは、１

つのॻྨをօがどんどん手を入

れて࡞り上げていくコラϘレー

γϣンライテΟングを進めてい

るところもあります。こうした

やり方をすれば、分ࢄしていた

としてもڠௐしてಇくことがで

きますよね。

খ ɿྛ在ۈでは、そういうϫ

ークルール࡞りが大だという

のは実感しています。たとえば

会ٞ一つとっても、օがूまれ

るػ会はݶられると思えば、ア

ジΣンダやࢿྉは事前に共༗し

ておいて、当日はす͙に本に

入るというルールもਁಁしてき

ました。そうした力を積み重

ねるなかで、一人ひとりの意識

が変わっていき、ۀのແବが

そぎམとされていく。݁ Ռ的に、

生࢈性の向上につながっている

ことを実感しています。

も「ຖ日くまでؤுっている

ね」といったയ然としたҹで

はなく、やると言ったことをそ

の時間にできたかどうか、時間

単位のアウトプοトを見ながら

ධ価する習׳ができつつあるの

が、当社の現ঢ়です。

ฏࢁɿそうなんですよね。在

վֵのチϟۀ、は、実はۈ

ンスなのです。導入にあたって

仕事のプロセスを見してみる

と、たいてい何らかの՝が見

つかるもの。まずはそのඋを

することが大です。

খྛɿඋするとは、具体的には

どのようなことを指していますか。

ฏࢁɿ「仕事のΦブジΣクト化」

とݺんでいるのですが、ϫーク

ϑローをり分けてߏ࠶ஙしま

す。仕事がີにଞ人の仕事と

からみあっているঢ়گのままで

は、常にूஂが一ॹにいなけれ

ばなりません。からまったもの

を、解きほ͙し、その単位であ

れば自分一人で݁できるとい

うঢ়ଶにするのです。

খྛɿなるほど。それは私たち

も心ֻけています。部͝とに

仕事を見し、在でできる仕

事、できない仕事のり分けを

しています。

　昨年、自動ंの安全性や走行

性能を実験する実験部が初めて

在ۈを導入しました。実験

そのものは当然在ではできな

くても、部内にある一つひとつ

の仕事をਫ਼ࠪすると、اըॻの

はۀ࡞成や݁Ռの分ੳという࡞

り分けて在でもできること

がわかりました。「在ۈは

しい」と思われていた、大ॴ

帯の実験部で導入できたことで、

ほかの部ॺも「うちではできま

せん」と言えなくなりました。

ฏࢁɿ仕事をり分けると同時

に、プロセスをՄࢹ化することも

ඇ常に重要です。たとえばզ々

コンサルタントは、同じプロジ

Σクトのメンバーであっても;

だんはばらばらに動いています

が、υΩϡメントྨはサーバー

上で共༗しています。成は

もちろんですが、仕ֻかり中の

υラϑトであっても共༗࢈ࡒで

ありすべてサーバーにอ存する、

自分のυΩϡメントという֓೦
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ฏࢁɿۀޮ向上のためのௐࠪを

すると、ແବな時間として、事前に配

られたࢿྉをಡまずに会ٞにࢀՃし

た人のためのઆ明の時間や、上࢘に指

ࣔされ࡞ったのに݁ہ使われなかっ

たఏҊࢿྉの࡞成時間などがڍがっ

てきます。大体において、仕事のແବ

というのは、何気なくやってしまう周

ғへの配ྀをܽいた行動やա応

のためにൃ生するものなのですよ。

マネジメントのスΩルが 
൱のݤをѲる

ฏࢁɿϚωジϟーとして、在ۈ

によるやりづらさはありませんか？

খྛɿ私が重ࢹしているのは、コϛ

ϡニέーγϣンのີです。当社で

は「༵ۚ日の୨Էし」といってिに

１、上࢘と部Լがۀの進や༧

定を個別に確ೝする場を࡞っていま

すが、日頃からもっとこまめにコϛ

ϡニέーγϣンを取るほうがまし

いと感じています。というのも、部

Լが意ຯをཧ解しないままに先走

って手りがൃ生したり、上࢘が求

めているҎ上のレϕルにまでやりա

ぎてしまうことが少なからずあるか

らです。生࢈性向上の؍からも、

仕事のやりաぎや手りはできるだ

けݮらしたい。たとえ̑分の立ち

でも、こまめにண地のレϕル合わ

せをしていくことが大です。

ฏࢁɿ在ۈを導入するとコϛϡ

ニέーγϣンがる、ۀڠがうまく

いかないというのは、実はϚωジメ

ントスΩルの問であることも多い

のです。在ۈを導入してみると、

うまくϚωジメントできるϚωジϟ

ーと、そうでないϚωジϟーの違いが

ුきூりになります。セルϑϚωジ

メントできるようにメンバーを育成

し、దな指ࣔを出せるϚωジϟーで

あれば、ΦϑΟスで常にإをつきあわ

せていなくても、チームは自的にԁ

。に動いていくものです

　Ϛωジϟーがいなければ仕事が回

らないというঢ়گはましいもので

はありません。在ۈをうまくϚ

ωジメントできないというのであれ

ば、実はϑΣイスπーϑΣイスでの

Ϛωジメントもうまくػ能していな

かったՄ能性があります。

খྛɿ確かに、在ۈになったと

たんに、本来Ϛωジϟーがやらなけ

ればならないのにできていなかった

ことが、さま͟まなとなって出て

くる気がします。

　たとえば、メンバーが在ۈを

して、当初１時間とਃしていた࡞

には̎時間かかったとしたࡍに実ۀ

ら、Ϛωジϟーは「なͥ？」と声をֻ

けるでしょう。何か問がىこった

のであればݪҼを特定してվળする

ことができますし、当初の時間の見

積もりがかったのであれば、վめ

てメンバーの仕事ྔや分୲を見す

ඞ要が出てくるかもしれません。

　在ۈをきっかけに、見ա͝され

ていた՝に気いたり、何となく気

いてはいたけれど後回しにしてい

た問に手をつけたりする。そんな事

ྫが社内の֤部で生まれています。

ฏࢁɿڠௐ分ܕࢄのಇき方が増え

ていく時代には、Ϛωジϟーのリー

ダーγοプやチーム࡞りの能力がよ

り高いレϕルで求められます。在

の੍を、ϚωジメントスΩルۈ

を高めるઈのػ会として活༻し

たいですね。
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　リストラ通ࠂが最たるྫだが、

人事であれば、૬手にωΨテΟ

ブなインパクトを༩えるコϛϡ

ニέーγϣンはආけて通れない。

このようなコϛϡニέーγϣン

は、૬手もつらいが、伝えるଆ

にも強い任感とਫ਼ਆ力が要求

される。これをりるために

༗ޮな「ܕ知」とは何か。

　前ఏは̎つ。１つは「目的を

ぶらさないこと」だ。ウイリス・

タϫーζϫトソンのদඌѸࢯ࢘

はこうઆ明する。「リストラ通

の場面では、目的をhࠂ ࣙめて

もらうこと だɦとするのはޡり

です。本࣭的な目的はその先

の経Ӧվળにある。ここがぶれ

ると、強ߗな言いをしたり、

૬手のつらい応を見て心のෛ

୲がより大きくなったり、とコ

ϛϡニέーγϣンへのѱӨ響が

大きいのです」

　また、ωΨテΟブなことを伝

える場合、૬手がメοセージを

前向きにडけࢭめるにࢸる積ۃ

的ೲಘと、ौ々डけ入れるফۃ

的ೲಘとがある。ことリストラ

通ࠂに関しては、ΰールはফۃ

的ೲಘに設定せ͟るをಘない。

　Ҏ上を౿まえて実ࡍのコϛϡ

ニέーγϣンに臨むことになる。

面ஊの回は̎ʙ̏回。૬手の

強い߅・ൃが定される場

合は、̏ 回程が一ൠ的だ。そ

こでϙイントになるのは、ᶃ૬

手の心ཧ的変化をཧ解する、ᶄ

૬手のニーζをཧ解する、ᶅ事

実ϕースです、の̏だ。

　 ର者の৺ཧはɹɹɹ
ɹہ໘͝とに変Խする

　ᶃの心ཧ的変化はਤにもࣔし

た通り。૬手にはまず「߅・

ൃ」が生じ、࣍にঢ়گをく見

る「ա信」が生まれる。その後、

「ແ気力」の時期を経て「ফۃ的

ೲಘ」にࢸることが多い。ہ面

͝とに、この૬手の心ཧঢ়ଶを

ཧ解し、దなコϛϡニέーγ

ϣンをとることが重要だ。

 「たとえば、߅・ൃが強い

ঢ়ଶでは、૬手の感をܹす

るൃ言はۃ力ආけなければなり

ません。特に１回目の面ஊにお

いては、ແཧに決அをഭらず、

୶々と、リストラࡦࢪの目的と、

対に選ばれたཧ༝をઆ明し、

ใとしてのཧ解をଅすにཹめ

たほうがいいでしょう」

　ᶄはあらΏるコϛϡニέーγ

ϣンの基本。たとえリストラ通ࠂ

「ܕ」の߸ࠓ

Text ＝ ҏ౻ܟଠ　　Photo � ฏࢁ ་
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の場面でもその重要性は変わらない。

 「૬手がh ࣙめたくない とɦいう意思

をࣔす場合も、そのཧ༝は多様です。

経ࡁ的なཧ༝Ҏ֎に、Ѫ社ਫ਼ਆや同

期意識、プライυにىҼすることも

ある。そのため、૬手の性֨やҟ動

ྺ、Ոߏ成などをリサーチしたう

えで、対を通して一人ひとりҟな

るh ࣙめたくないཧ༝ をɦඥ解いてい

くことが、ೲಘの֫ಘにෆՄܽです」

　本དྷのతをҙࣝしɹɹɹ
ɹެ໌正大であれ

　そして最後のᶅは、૬手が現実を

डけࢭめ、ཧ解するためにඞ要なコ

ϛϡニέーγϣンである。

　特にリストラ対となったཧ༝を

આ明するときには、主؍的なධ価を

伝えても૬手のೲಘはಘにくく、感

をܹするリスクも高い。「人֨൱

定にܨがるような言動はઈ対にආけ

るべきです。h あなたの行動のこの部

分が今後の会社の方と合கしな

い とɦ行動単位で事実に基づいてઆ

明すれば、૬手は心当たりもあるの

で、ൺֱ的ྫྷ੩にडけࢭめられます」

　同様に、その場しのぎの言やዣ

もあってはならない。最ۙは内ີ׃

な会も、個人が4N4でใを֦ࢄ

できる。その݁Ռ、会社のධがམ

ちたり、残る人たちのモチϕーγϣ

ンがԼがったりしては本స倒とな

る。だからこそコϛϡニέーγϣン

の本来の目的を意識し、常にެ明正

大なଶであることが求められる。
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อたれます。人が意ཉ的にຖ日

をա͝すためにܽかせない内

࣭なのです」（༗田ࢯ）。ٯに、

しすぎるෆنଇな生活ではセ

ロトニンはద正に分ൻされず、

心、体のバランスを่してしま

う、というわけだ。

　では、セロトニンの分ൻの活

性化にはどうすればいいのか。

　ே、ΪリΪリまで৸て、会社

に走る。ి ंのなかではย時も

スϚϗをさず、１日のほとん

どを P$ に向かってա͝す。人

と会するのは、ۓு感がඬう

ϛーテΟング時のみ。ランチは

σスクで、ย手で৯べられるサ

ンυウΟοチやおにぎりを分

で৯べ、はくまで残ۀ……

ฏۉ的、とはいわないまでも、

こんな生活を続けるϏジωスパ

ーソンは少なくない。しかし、

「実はこのような現代人の生活

こそがストレスに多大なるѱӨ

響を༩え、最ѱの場合、うつප

のൃにつながる」と、生ཧ

学者、༗田लึࢯはܯを໐ら

す。「そのように心がෆ݈߁に

なるのは、内࣭であるセロ

トニンのݮ少が一Ҽなのです」

　セロトニンは、ଏに“幸せϗル

モン”といわれる。༗田ࢯは、「そ

のػ能は主に̏つ」とઆ明する。

　まず、ே目覚めると分ൻされ

るセロトニンは、覚੧をద正な

ঢ়ଶ、ڵฃでもなく、̈́ んやり

でもなく、というঢ়ଶにอつ。

これが１つ目のػ能である。̎

つ目は、心をϙジテΟブにอち、

ू中力を高めることだ。そして

̏つ目は、副ަ感ਆ経とަ感ਆ

経のスイοチをదにりସえ、

自ਆ経のバランスをえる。

「つまり、セロトニンがద正に

分ൻされていれば、心、ٕ （能

力）、体のすべてがいいঢ়ଶに

の「ൿີ」߸ࠓ

ʠσεΫͰૣ৯͍ϥϯνʡ͕
μϝͳཧ༝

ηϩτχϯは৺ٕମの
͢てをいいঢ়ଶに

Text ＝ 入༝ཧ子　　Photo � ฏࢁ ་　　*MMVTtSBtJoO ＝ ౢࣉஐ教

༗ాलึࢯ
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にୀ৬ޙ、現৬。ϝϯλϧϔϧεέΞをϚω
δϝϯト͢Δηϩトχϯ %oKo のද。h 
͔ΒεトϨεをফٕ͢ज़（ɦαϯϚʔΫจݿ）
ͳͲஶॻଟ数。
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 「まずはదなਭ。きちんとれ

ていれば、目覚めたॠ間に分ൻྔは

グンと上がります。その後、それが

時間の経աとともに目ݮりしてい

きます。ݮらさないためには、いく

つか方๏があります」（༗田ࢯ）

　１つには体を動かすこと。「一定

の動きを続けるリζム運動が重要

です」（༗田ࢯ）。リζム運動にはウ

ΥーΩングやܰいランニングとい

ったいわΏる運動だけではなく、ᄇ

ᅣ、ٵݺもؚまれる。「࠲ષもっ

たٵݺをܧ続するリζム運動です。

おࣉで、きちんと࠲ષ๏を習うのも

おすすめです」（༗田ࢯ）という。

　そして、“ グルーϛング ” もޮՌ

的だという。「動でいえば “ ໟસ

い ” ですが、人間では “ おしΌべり ”

がそれにあたります。気のおけな

いՈや間と、リラοクスしたな

かでなされるଞѪもない会が重

要なのです」（༗田ࢯ）。グルーϛン

グでは、ΦΩγトγンという内

࣭が分ൻされる。これがセロトニ

ンの分ൻを活性化するのだという。

　ෆ思ٞなことに、メールや 4N4

によるコϛϡニέーγϣンでは、セ

ロトニンは増えない。「ٯにく

までスϚϗや P$ を使っていると、

がಇき続け、దなりに入れな

い。すると、ே目覚めたときにセロ

トニンがなかなか分ൻされない、と

いうѱӨ響もあるのです」（༗田ࢯ）

　うつをױう人が増えたことにつ

いて、「統ܭをきちんと取り始めた

から」「えてҩ者に行く人が増え

たから」という人がいるが、「それは

間違い」と༗田ࢯはする。「こ

の2�年の生活そのものの変化で、

多くの人のセロトニンの分ൻがう

まくいっていないことがݪҼだと

言ってもա言ではないのです」

　ேジϣΪングし、はՈや༑だ

ちと楽しい時間をա͝し、༦৯後に

は P$ やスϚϗを使わないのがセロ

トニン分ൻ的にはཧの生活だ。

　それがダメならおすすめはラン

チの取り方を変えることだ。ன৯

のために間とΦϑΟスの֎に出

かければ、ଠཅのޫをཋͼる。าく。

きちんと뱌し、同྅とリラοク

スした会もする。ޕ前にམちて

くるセロトニンの分ൻྔを上げ、

後も元気に仕事をしようとするޕ

ならば、σスクでૣ৯い、を今す͙

やめるべきだろう。

ηϩτχϯの
ൻྔを্͛Δには
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人ࡐ։ൃ෦で�ׂ͕ࣗൃతにʮΞϥΠのද明ʯで͋Δ

εςッΧʔをషͬて͍Δ。-(#5のํのཧղ͕͋Γ、

者にࣔ͢たΊͩ。ʮཧղ者ࣄ͕͋Δ͜とを࢟ԉのࢧ

͕ͦに͍Δと͍͏安৺ײ、͜ ͜に͍てΑ͍のͩと͍͏

ϝッηʔδ、͜ のձࣾでಇ͖た͍、ͬとݙߩした͍

と͍͏͍ࢥにͭͳ͕Δと࣮ײして͍ま͢ʯ（ଜࢯ）Text ＝ 高༄༝߳　　Photo ＝ ᅻ 信

テΟˍインクルージϣン୲当の

౦༝ࢯلだ。֎ۈܥࢿの長い

౦ࢯにとって、-(#T は「৬場

にいて当然」。だが、2�11年当

時、社内で -(#T をެにする当

事者はθロ。౦ࢯやωοトϫ

ークの運Ӧメンバーにとって、

「なͥ、ଜではカϛングアウ

トできないのか」は活動の動ػ

でありݪ動力でもある 。

-(#T をެ表するか൱かは

個人の自༝だ。当事者で人ࡐ

։ൃ部のଜ裕介ࢯは、「自

は৬場でもプライϕートなが

できたほうがಇきやすいと感じ

るタイプ。Ӆし͝とはストレス

となり、ۀޮのԼにつな

がります」とޠる。自分らしく

日本人の1�ˋをめるA#ܕ

とさほど変わら͵ൺ＝���ˋで

-(#Tは存在するという。-(#T

とはレζϏアン、ήイ、バイセク

γϟル、トランスジΣンダーの

಄จࣈのみ合わせで、性的

少者を意ຯする。

ଜᨽ݊がいちૣく-(#Tの

ԉを始めたのは、2���年のリࢧ

ーϚン・ブラβーζԤभ・アジ

ア地Ҭ部のܧঝがػܖだ。

 「৬場は多様なもの。それをき

ちんとཧ解し、誰もがಇきやす

い場࡞りをしなければ、人֫ࡐ

ಘڝ૪をউちൈくことはできま

せん」と明言するのは -(#T ω

οトϫークのリーダーをめ、

現在は人ࡐ։ൃ部・ダイバーγ

いられることではじめて、能力

が最大ݶにൃشされるのだ。

「-(#T の当事者がいきいきと

ಇける৬場࡞り」の実現のため

に、-(#T にภ見を持たないࢧ

ԉ者「アライ」を増やすことを活

動の前面にܝげた。

見かけやし方では当事者

かどうかわからない。同様に、

「アライ」も手をڍげないとどこ

にいるかわからない。そこで、

リーϑレοト「アライになろう��」

を࡞り、ࢍ同者はP$にステο

カーをషるようݺͼかけると

ともに、「-(#T ウイーク」を設

け、社һ৯ಊにリーϑレοトを

ஔくなどして、より多くの人の

関心をूめるようめた。

社内ではステοカーが目立つ

ようになり、݄ に̎、̏ 社はࢹ

に๚れる。日本社会ではภ見が

大きい性的少者に対する意識

すらも、ܧ続的かつదな教育と

ใによって変わっていくこと

をこの事ྫが教えてくれる。

のϑΥʔΧス߸ࠓ

-(#5ʢੑతগऀʣ
ཧղ者ɾࢧԉ者である「Ξϥイ」を૿す

What’s
this number?

����

˞数ࣈσʔλి௨　ి௨μΠόʔγςΟ・ϥϘʮ-(#5ௐࠪ2�15ʯ
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2�1�年�݄にϑリーアυレス化した $#3& のΦϑ

Οスには、「１人でू中」「ܰいଧち合わせ」「会し

ながらۀ࡞」「٬ސとのஊ」など、෯い仕事に対

応した1�छྨのスϖースがある。出社した社һは、

その日のۀ࡞や気分に合わせてಇく場ॴを選ぶのだ。

ू中するときの選ࢶもෳある。「ः音性が高

いిブース」「૭に面した仕りブース」「র明でリ

ラοクスޮՌを高めたΦープンσスク」など。実ࡍ

にిブースには、ి 会ٞ中の人や、音をःஅし

てू中する人の࢟があり、また、仕りブースには、

々とP$に向かう人、Φープンσスクには、ࢿྉを

む人というように、それぞれのࠐげて一心にಡみ

場ॴに応じたू中のスタイルがあった。

こうした設ܭは、「自した個人をつくり、コラ

Ϙレーγϣンをଅ進して生࢈性を高める」というا

方に基づいている。仕事に応じて場ॴを選ぶにۀ

は、自分が今日すべきことを全にཧ解しているこ

とが前ఏだ。日々の場ॴ選は、自した個人にな

るためのトレーニングでもある。֤ スϖースは、社

һの声や独自ௐࠪをもとに設ܭされ、Ҡ行前には、

ಇき方についてे分な教育が行われた。ׂ̔の社

һが「生࢈性向上を実感した」というのもೲಘである。

仕事で選ぶ、ワークスタイル自由形

ࡏαʔϏε　˙ຊࣾॴ࢈ෆಈ༺ۀࣄ༰ʗۀࣄ˙
ʗ౦ژઍా （۠౦ژຊࣾ）　˙ैۀһ数ʗ
1���人（2�1�年�݄現ࡏ）

$#3&ʢγʔϏʔΞʔϧΠʔʣ

Text ＝ 内༝ཬ　　Photo ＝ ็本फ介
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日本のݐ設現場で今、*$T（ใ通信ٕज़）とク

ラウυを活༻した世界でもྫを見ない土事の

イノϕーγϣンが始まっている。土事はै来、人

手や時間を要する程が多かった。これをܶ的に

変えたのがػݐメーカー世界ୈ̎位のコϚπが

2�1�年݄̎から始めた৽サーϏス事ۀ「スϚートコ

ンストラクγϣン」だ。それは大きく̒つのプロセス

でߏ成され、σータの積や解ੳはすべて、「コムコ

ωクト」とݺばれるクラウυ上のγステムで行われる。

①ドローン（全自動無人ヘリ）による高精度測量

をଌྔܗ前の現場にυローンをඈばし、地ࢪ

し、࣍�元σータを࡞成する。ै 来は̎人がかりで

何日もかかったが、1�分程で終わる。ਫ਼はセ

ンチメートル単位で、人手で行う場合とൺべて1��

ഒ高く、ଌྔՕॴは１ສഒの百ສにٴぶ。　　　

②切
きり

土
ど

や盛
もり

土
ど

の量を正確に把握

࣍の̏گし、現元σータに変࣍成ਤを̏ࢪ

元σータと重ね合わせて「ࠩ」を導き出す。これによ

り、ࢪするൣғやܗをσΟスプレイ上で見える化

し、る、あるいは盛る土のྔを正確にѲする。ै

来は成ਤと現گਤを人が見ൺべ、経験ଇで見積も

っていたが、かなりのࠩޡが出ていた。　　　　　

スマートコンストラクション／コマツ Vol. 84

空からドローン、地上ではステレオカメラ
ICT を駆使し、土木工事の生産性を大幅向上

Text ＝ উ見 明　　Photo ＝ উඌ ਔ（�2P）　コϚπఏڙ（��、��、��P）

ίϚπの *$5 ༉ѹγϣϕϧ（Ԟ）と *$5 ϒϧυʔβʔ（खલ）。͜ ͏し
た *$5 Ҋ͞れたの͕εϚʔトίϯεߟΔたΊに্ͤ͞のޮՌをػݐ
トϥΫγϣϯͩ。
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③変動要因の調査・解析

事を進めるうえで変動要Ҽとなりಘる土の࣭や地Լの

ຒ設について、事前にௐࠪし解ੳする。　　　　　　　

④施工計画の作成

コムコωクトでܭࢪըをෳパターン、γϛϡレーγ

ϣンする。٬ސは݅に合った最దなҊを選ぶ。　　　　

⑤高度に知能化されたICT建機による施工

コムコωクトからૹられる̏࣍元σータに基づいて、

*$T ૢ。を։始ࢪでػݐ されるため、経験ޚは自動੍࡞

がઙくてもख़練者ฒみのਫ਼でۀ࡞ができる。　　　　　

⑥完了後の施工データ活用

後のใもコムコωクトに積され、現場のҡ持อྃ

कや自然ࡂによるඃからの෮چなどに活༻する。

このようにݐ設現場のすべての程におけるใを̏࣍

元σータに変し、クラウυ上でつなぎ、一元化し、現گを

リアルタイムで見える化する。݁ Ռ、生࢈性が大෯に向上

する。։始１年で1���現場に導入された。

 からϘトルネックをなくすݱ

スϚートコンストラクγϣン։ൃのഎܠには、ݐ設現

場のਂࠁな人手ෆの問があった。ݐ設ٕ能࿑ಇ者は

1�年間で���ສ人から2��ສ人にݮると༧ଌされて

いた。そこで、コϚπは2�1�年݄̒に *$T ブルυーβー、

2�1�年1�݄に *$T ༉ѹγϣϕルを導入した。ところが問

がൃ生する。当時はコϚπの子会社、コϚπレンタルの

社長で、現在はコϚπのスϚートコンストラクγϣンਪ

進本部長である࢛
㆗ ㆐

Ոઍ
ㆡ か ㆗

Ղ࢙（ࣥ行һ）がす。

「*$T プラࠩޡमしただけの運స手でもݚは̏日間ػݐ

スϚイφス̏センチのਫ਼でૢ࡞できます。ै 来のػݐ

の場合、運స手のほか、ࠩޡを確ೝするิॿһがඞ要です

が、これもෆ要。生࢈性が上がり、�K（きつい・Ԛい・ة

ܗのイメージもվળできる。これをお٬さまがどんな（ݥ

で活༻できるか、ൃ ച前にレンタルしてࢼしに使ってい

ただくことにしました。ところが、まったくޮが上がら

ない現場が出てきたのです」

その現場はダンプカーの手配がつかず、*$T ブルυー

βーのॲཧ能力の分ほどしか、土を運ぶことができな

かった。前程にϘトルωοクがあったのだ。「*$T ػݐ

をൢചするだけではお٬さまの生࢈性はඞずしも向上し

ない」。৽事ۀ։ൃはこの気づきから始まった。

Ոが現場の問に気づいたのは、ҟ色の経ྺによる࢛

ところが大きい。はコϚπのػݐのൢച会社を経Ӧし

ていたが、自は1���年にػݐのレンタル会社をۀى。

、めないࢭ事を、٬にඞ要なものをඞ要なときに༻意しސ」

らせない」を信に、1�年間で社һ̏人から���人へ、会

社を౦日本では最大نに成長させた。そんなとき、コϚ

πの
ㆮ ㆘

࿏ᅳ
ㆎㆫ

夫
ㆈ

社長（当時。現会長）から「全国をに仕事

をしてみないか」と声をかけられ、コϚπのࡿԼ入りを決அ

した。「ൢചళは٬ސの社長が૬手ですが、レンタルۀは

野தҮ次 氏 一ڮେ学໊༪ڭत

/onaLa *LVKiSo_19�5年生まれ。ૣ Ҵాେ学ࡁܦ࣏学෦ଔۀ。ΧϦϑΥϧχΞେ学ܦӦେ学Ӄത࢜՝ఔम
ྃ。ࣝཧのఏ唱者で͋ΓφϨッδϚωδϝϯトのੈքతݖҖ。2���年ถࢴࡁܦにΑΔʮ࠷Өྗڹ
の͋ΔϏδωεࢥՈトップ2�ʯにΞδΞ͔Β།一બग़͞れた。h ࣦഊのຊ࣭ʱhࣝۀا ͳɦͲஶॻଟ数。
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現場ಜが૬手です。私の周りは常に現場でした」

そんな࢛Ոが、࿏の後をܧいだ社長の大橋徹

ೋに定ྫใࠂでఏҊした。「ݐ設現場のすべての

程をつなげたサーϏスをఏڙできれば、*$T ػݐ

のޮՌを何ഒも引き出せる」。ब任Ҏ来、“ToHetheS 

8e *OOoWBte (&.#A 8oSMEXJEe” の目標をܝげて

いた大橋は「す͙に։ൃするように」とଈ決。࢛Ո

を本社に引きあげ、ଐとなるਪ進本部の長にਾ

えた。2�1�年のれのことだ。

Ξジャイル։ൃにઓ

１カ݄後の2�1�年１݄2�日、サーϏスの֓要がൃ

表され、̎ ݄１日には事ۀがスタートする。スϚート

コンストラクγϣン։ൃの最大の特は、ط存の֓

೦を෴す進め方とスピーυ感にある。࢛Ոがす。

「スタート時に༻意したγステムはまだプロトタイ

プでした。お٬さまに使っていただいて՝をந出し、

それを解決しながら成を高めていく。ソϑトウΣ

ア։ൃのアジϟイルとݺばれる手๏をとったのです」

アジϟイルとは「ढ़敏な」という意ຯ。ソϑトウ

Σア։ൃはै来、事前に要求をすべてऩू・Ѳし、

要݅定ٛ、設ܭ、実、テストのॱにྲྀれۀ࡞で進

めるウΥーターϑΥール（ୌ）ܕで行われてきた。一

方、アジϟイルܕでは優先ॱ位が高いػ能からண

手して期間で一部をつくり上げ、٬ސからϑΟ

ーυバοクをडけながらソϑトウΣアを成長させ

ていく。環境変化がまるなかでීٴしてきた手

๏だ。スϚートコンストラクγϣンも事ۀ։始後、

現場から「ຖ݄े݅」もの՝が上がってきた。

なかでも、̑ ݄にγステムのࠜװを༳るがすよう

な定֎の՝が現れた。

事が始まると、*$T」 がどのくらいのྔのػݐ

土を動かし、どのようなܗに変えていったのか、リ

アルタイムでクラウυ上のσータにөされます。

ところが、お٬さまが言うには、現場には *$T ػݐ

だけでなく、ै 来ܕもあれば、ଞ社もあり、人が

スコοプで۷るՕॴもある。その全体がөされ

なければ意ຯがないんだと。そのใをどうやっ

てつなげればいいのか、಄を๊えました」

  ՝を解決したのは、社内に設けられた “ ϫイΨ

氏 ࢙ՈઍՂ࢛
ίϚπ　ࣥߦһ　εϚʔトίϯεトϥΫγϣϯਪਐຊ෦
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Ϡ ” の場だった。事ۀ։始後、ຖ݄、在ژのһ全һがू

まり、現場から上がる՝やใについて、自༝に知ܙを

出し合うステアリングコϛοテΟが։かれていた。その

場で大橋が݁を出せば、һはଈ、動き出す。ै 来ܕや

ଞ社ػݐのใをつなげる問についても、։ൃ部

のһから声があがった。「そういえば、うちにはステレ

Φカメラのٕज़があったな」

ステレΦカメラはࠨӈ̎つのカメラで対を立体的にೝ

識でき、主に自動ंの自動ブレーΩに使われる。コϚπでݚ

上の位ஔをセٿされていたٕज़は対のೝ識にՃえ、地ڀ

ンチメートル単位でଌ定もできた。ै 来ܕや人手による࡞

Ө、ଌ定し、クラウυ上でσータࡱもステレΦカメラでۀ

化させればいい。։ൃਞはط存のٱ性基४を؇す

るなどして、̑ カ݄後の1�݄には化にこぎணけた。

「現場では、ػցとػցをつな͙h モノ のɦインタ

ーωοトが目されていますが、われわれが目指した

のは、ػցがした仕事と人がスコοプでした仕事をつ

な͙h コト のɦインターωοトでした。1��ຬではな

いものの、お٬さまに出してもஏずかしくない程にγ

ステム全体ができあがったのがそのころで、̎ ݄からひ

たすら走り続け、̔ カ݄でやりげることができました」

社内で知ܙを出し合い、՝を解決する。υローンを使

ったଌྔの場合も同様だった。当初、ଌྔは地上でレーβ

ーを対にরࣹしてۭ間位ஔをܭଌする方๏を༧定し

ていたが、Өの部分が出ないようෳՕॴでのܭଌがඞ

要で、ثػもઍສԁと高価なのがωοクだった。そんな

とき、࢛Ոはۮ然、本社のエレϕーター前で $T0（最高

ٕज़任者）と出会った。事をす࢛Ոに、$T0 がそ

の場でఏҊし、取り入れられたのがถ国のϕンチϟーا

。が։ൃしたଌྔઐ༻υローンのٕज़だったۀ

ख़࿅のٕも活かせる

スϚートコンストラクγϣンではख़練者がඞずしもෆ

要になるのではなく、そのٕを別の目的で活かせること

も明した。大なメΨソーラーݐ設༧定地を地した

ときのことだ。通常、ブルυーβーは前面のブレーυ（ഉ

土൘）で土をԡしながら前進した後、ブレーυを上げて後

ୀし、位ஔをԣにずらして、また前進 ŋ 後ୀを܁り返す。

*$T ブルυーβーでは、ブレーυの上げԼげのૢ࡞はਤ

面どおりに地できるよう自動੍ޚされる。あるख़練

者がさらに土をԡさない後ୀの時間をなくせないかとൃ

Ҋし、前進だけでӔרきঢ়に回って地した。ࢪ期間

は分にॖされた。

ϋΠɾύϑΥʔϚϯεΛੜΉݱΛޠΔ

ଌྔのたΊ、υϩʔϯを現্ۭにඈ͢。ॴཁؒ࣌の
͞ਫ਼の高͞、人ྗとൺܻҧ͍ͩ。

σʔλݩ࣍の̏گσʔλにし、現ݩ࣍ਤ໘を̏ࢪ
とのࠩをऔͬて、ਖ਼֬ͳൣࢪғをදࣔ͢Δ。

ࣗಈ੍ػݐで*$5༺׆σʔλのݩ࣍ਤ໘の̏ࢪ
。を͜ͳͤΔۀ࡞でಈ͖、ະख़࿅者でし͍ޚ
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「そのٕはख़練者だからこそできた。ਅん中に土が

たまらないよう、にಀがさなければならないから

です。こうしたٕをσータ化していけば、自動੍ޚ

のվળに活かすことができるのです」

コϚπは「ダントπ経Ӧ」で知られる。ଞ社が̏

年から̑年はいつけないஅ然トοプの性能を持

つのが「ダントπ」だ。「ダントπサーϏス」は

。されるڙཧγステム「コムトラοクス」でఏػݐ

にػݐ (P4（全地ٿଌ位γステム）をࡌ、それぞ

れのՔಇঢ়گのσータがコϚπの本部へ自動ૹ信

されると、それをもとに最దな使い方やޮ的な

運༻を٬ސや代ཧళにアυバイスする。࢛Ոによ

れば、スϚートコンストラクγϣンは࣍の段階の

「ダントπソリϡーγϣン」を目指すという。

։ൃਞに生まれたϫクϫクײ

「ダントπはいわば、h お٬さまがかるであろ

う よɦい性能のػցをつくる。ダントπサーϏスはそ

のػցがࢭまらないようにدりఴう。そして、今の

ダントπソリϡーγϣンは本当にh かっていただ

く たɦめにお手伝いする。事をࢭめない、らせな

いが信だった私にとっても、大きな進化でした」

スϚートコンストラクγϣンでは֤छサーϏス

のར༻ྉがऩӹとなる。当面のച上目標は1��ԯ

ԁと、コϚπの連݁ച上高̎ஹԁとൺべればن

は小さい。ただ、アジϟイル։ൃの手๏を取り

入れたことで、あるछの「変化」が内部に生じた。

「ै来、։ൃਞはお٬さまの現場とはڑ感があ

りました。一方、アジϟイル։ൃではお٬さまの生

の要やࠔり͝とが伝わり、それを自分たちのٕ

ज़で解決すると、お٬さまのتͼの声がまたϑΟ

ーυバοクされるのでϫクϫクするんです。

を։ൃする長いサイクルに対し、いサイクルで

՝を解決し、ソリϡーγϣンを成させていく。

։ൃਞもこれからは目的に応じ、̎ つの時ܭを使

い分けながらやっていくのでしょう」

٬に対し、（モノ）を通して、いސ、は今ۀا

かにソリϡーγϣン（コト）をఏڙできるかが問わ

れている。その成൱は現場で明らかになる。そこで、

プロトタイプをつくったら現場に持ちࠐみ、՝を

見つけ、৫に持ちؼり、ऺ 知で解決する。アジϟ

イル։ൃという࢛Ոのࢼみは、ソリϡーγϣン։ൃ

の１つのモσルをࣔしている。（本จܟশུ）

ίϜίωΫトのܭࢪըγϛϡϨʔγϣϯը໘。ࢪ
にした͍合、ί࠷をظ、݅をೖྗ͢Δと
εトを࠷にえた͍合ͳͲ、͍ く͔ͭの࠷ద
ఔのఏҊをड͚Δ͜と͕で͖Δ。し͔ࢪલ͚ͩ
でͳく、్ࢪதでՄͩ。
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ϋΠɾύϑΥʔϚϯεΛੜΉݱΛޠΔ

࣮ΞδϟΠϧͷݪຊʹ͋Δɻ����

ɺࢲߴ߂氏ʢݱϋʔόʔυɾϏδωεε

Ϋʔϧڭतʣͱͱʹͨͬߦɺຊۀاͷ৽

։ൃͷڀݚྫࣄʹ͓͍ͯɺ৬ԣஅతͳνʔϜ

͕૬ޓʹӨڹΛ༩͑ͭͭ։ൃΛฒͯ͠ߦਐΊΔ

ɻͦͨ͠ݱଶΛʮεΫϥϜʯͱදܗ ͷޙɺιϑτ

ΣΞ։ൃͰΥʔλʔϑΥʔϧݶ͕ܕքʹ

ୡͨ͠ࡍɺΘΕΘΕͷจΛجʹੜ·Εͨͷ͕Ξ

δϟΠϧͷख๏ͩɻ

εϚʔτίϯετϥΫγϣϯͷ։ൃͰ࢛Ո氏͕

ΞδϟΠϧΛ࠾༻ͨ͠ͷɺϓϩτλΠϓΛͭ͘

Γɺ͢ Β͏͜ͱ͕ɺιϦϡʔͯ͠ࢼʹ٬ސʹ͙

γϣϯ։ൃͷۙಓʹͳΔͱ͔ͨ͑ߟΒͩΖ͏ɻ

Ո氏࢛ *$5 ػ٬͕ͦͷސͰɺݱ༺ࢼͷػݐ

Λेʹ׆༻Ͱ͖͍ͯͳ͍ͱ͍͏ʹؾ

͍ͮͨɻͦ ͜ͰɺʮԿΛΔ͖͔ʯͱ͍͏Ұਓশ

ͷࢹ͔Βɺʮ*$5ޮ͕ػݐੑΛൃ͢شΔͨΊͷ

શఔͷαϙʔταʔϏεʯͱ͍͏ιϦϡʔγϣ

ϯΛൃҊͨ͠ɻͦ ͷ͖ͮؾϨϯλϧۀͷݱͰ

ੵͨ͠҉ʹΑΔɻ

ͱରͨ͠ɻͦࣾڮՈ氏େ࢛Ͱɺ͍࣍ ΕΛ

௨ͯ͠ɺ࢛Ո氏ݸਓͷҰਓশͷओ؍ɺʮੈքن

ͰͷݱΠϊϕʔγϣϯʹ͍ͨ͠ݙߩʯͱ͍͏

େࣾڮͷ͍ࢥͱڞ໐͠߹͍ɺೋਓশͷओ؍ʢ૬

ʣ͕؍ओޓ ੜ͞Εͨɻେࣾڮ࢛Ո氏ͷఏҊ

ʹ͍ͭ ʮͯձࣾͱͯ͠͏ߦ͖ͩʯͱܾஅΛԼ͠ɺ

૬ޓओ؍ΑΓେ͖ͳࡾਓশͷ৽ۀࣄҊͱͯ͠

Խ͞Εͨɻ؍٬

ͦͷޙɺ࢛Ո氏͕՝ʹ໘͢Δͱɺࠓε

ςΞϦϯάίϛοςΟ͕μΠφϛοΫͳରͷ

ͱͳΓɺશһؒͰ૬ޓओڞ͕؍༗͞Εͨɻ։

ൃͷͰɺϝϯόʔؒͰͷ՝ڞ༗͕ߦΘΕɺ

ͦ͜Ͱ૬ޓओ͕؍ੜ͞Εͨɻ

ͦͷ݁Ռɺ՝ղܾʹ͚ͯɺεςϨΦΧϝϥ

ͷΑ͏ͳ৫ͷ͕Ҿ͖ग़͞Εͨɻͦ ͷ׆༻ʹؔ

͠ɺτοϓ͕૬ޓओ؍Λϕʔεʹ؍٬తͳࢹͰ

ΰʔαΠϯΛग़͢ͱɺ։ൃਞ͕͙͢ʹಈ͍ͨɻ

ରΛ௨͕͡؍ਓͷओݸΔͱɺݟͯ͠͏͜  

ͯ૬ޓओ؍ͱͳΓɺ͞ Βʹ৫ͷ؍٬ͱͳͬͯɺ

ʑʹग़ͯ͘Δ՝͕ղܾ͞Εͨ͜ͱ͕Θ͔Δɻ࣍

ͦͷղܾࡦΛ࢛Ո氏͙͢ʹݱʹࠐͪ࣋Έɺ৽

ͨͳ՝ͷൃݟʹΊͨɻ͍ Θɺओ؍ɺ૬ޓओ

ͷ૯߹ͱ͍͏ϓϩηεΛ͘͢ճ͢؍ɺ٬؍

తػಈྗ͕ըظతΠϊϕʔγϣϯΛੜΜͩͷͩɻ

主؍ɺ૬ޓ主؍ɺ؍٬の૯合͕
ੜΜͩըظతΠϊϕʔγϣϯ

野தҮ次 氏
一ڮେ学໊༪ڭत



For beginners

プロをつくる３つの問いかけ

1. 働き方改革に、
経営トップの強力な意思を
引き出せているか

2. 変化を促進するよう
圧力をかけているか

3. 安心して変化できるような
打ち手を講じているか

経営目標「有休・残業」
（マネジメント能力を問う）

・全社員が勤務時間を記録
・組織ごとの実績集計と比較
・実績に応じたインセンティブ
・残業承認者の階層を時間に応じてアップするシステム
・業績評価への連動

変化促進の仕組み

安心感提供の仕組み
・減少した残業代の還元
・バックアップ休暇制度
・柔軟な勤務制度

経営
トップ
経営

役員

部長

課長

メンバー

コミュニケーション向上

状況把握

改善・工夫

メッセージの徹底
（必要性・優先度）

出典：SCSK作成の資料をもとに編集部作成
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༗ ࣝ 者、࣮  Ո にΑΔ、人 ࣄ プ ϩϑΣッγϣφϧを 指 ͢ ͢ ての人  ͚ の ಛ ผ ߨ ٛ 。
- F s s o n 5 で 、ಇ͖ ํ վ ֵをͲのΑ͏に ਪ ਐし、 ޭͤ͞Δの ͔を 。えΔߟ

- F T T P O �

　長時間࿑ಇ体࣭のվળを中

心とするಇき方վֵのػ運が

高まっている。৫の多様性

が増し、時間੍のあるಇく

人が増えた今、長時間࿑ಇで

なくとも成Ռを出せるような

ಇき方が、個人にもۀاにも

ඞ要だからだ。

 「ಇき方վֵ成ޭのඞ要݅の

１つは、トοプのコϛοトメン

トです」と明言するのは 4$4K

の小ྛྑ成ࢯだ。4$4K は2�12

年からಇき方վֵを進めており、

ਂ残ۀは当たり前といわれ

てきたγステムインテグレー

γϣンۀ界にありながら、ฏۉ

݄間残ۀ時間2�時間ҎԼを実

現しているك༗な会社だ。

 「当社のಇき方վֵは、そもそ

も当時の会長、中Ҫށのֻけ

声で始まりましたから、トοプ

のコϛοトメントをಘるため

に人事がۤ࿑したわけではな

いのです」（小ྛࢯ）というもの

の、人事にはそれを周知させ

るׂもある。「ことಇき方վ

ֵに関して、һやैۀһに

ʰトοプは本気ではない とɦ思

わせてしまったら、変化はઈ対

にىこせない。トοプの本気

を、さま͟まなܗで社һに向け

てメοセージするඞ要があり

ます」（小ྛࢯ）

   ඪがあって 
   ॳΊてが生まれる

　もう１つܽかせないのは、

値による目標設定だ。「具体的

な値で࿑ಇ時間に上ݶを設定

すべきです。ٛ として՝され

ることによって、初めて夫が

生まれるというのは少なからず

ਅ実ですから」（小ྛࢯ）。確か

に、ಇき方վֵが経Ӧ՝であ

るならば、「いつまでに」「どれ

だけ」という明確な目標がない

ほうがおかしい。

　さらに、目標そのものにも

夫がඞ要だと小ྛࢯは言う。

「当社でもはじめは “ 年間実࿑

ಇ時間2���時間Ҏ内 ” を目標

にしようとしたのですが、中Ҫ

。からストοプがかかりましたށ

行動レϕルで何をすればいいの

か具体的にわかるような目標を

設定すべきだというのです」

　そこで生まれたのが「スϚート

ϫーク・チϟレンジ2�」だ。ฏۉ

݄間残ۀ時間2�時間、༗ٳڅՋ

年間2�日取ಘが具体的内༰だ

が、2�1�年 当 時 の 4$4K で は、

前年より2�� の残ݮۀ、言

いえれば１日2�分の残ۀ

ܭでちょうど目標ୡ成というݮ

にもなったのだ。「2�というΩࢉ

ーφンバーで多くのことがઆ明

でき、しかも１日2�分の残ۀ

。なら、できそうな気がするݮ

行動レϕルでわかりやすい目標

ಇ͖ํվֵΛޭͤ͞Δ
ͷׂͱࣄӦͱਓܦ
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Text � 8oSLT ฤू部　　Photo � ฏࢁ ་

とはこういう意ຯでした」（小ྛࢯ）

   変Խをଅすѹ力とɹɹɹɹ
ɹ変Խにରする҆৺を

　4$4K の取りみは、すべて৫

単位で行われている。目標設定や

じるのも৫͝とで、部Լߨをࡦࢪ

をૣくؼらせる任を持つのは

৫長だ。「࿑ಇ時間実を共༗する

һ会ٞでは、“ タイムϚωジメン

トはϏジωスϚωジメントの基本 ”

と中Ҫށからのᒽがඈͼます」（小

、部Լを持つすべての人が。（ࢯྛ

Ϛωジメント能力を問われている

のだ。そのޮՌか、現場では、上࢘

が部Լのঢ়گをѲし、վળをサϙ

ートするようなコϛϡニέーγϣ

ンが増えているという。

　また、残ۀ時間が増えるのに応じ

て、より上位階からのঝೝをಘな

くてはならない仕みもある。「長

時間残ۀする人はす͙に経Ӧਞの目

に৮れることになります」（小ྛࢯ）

　このように、人事は変化ଅ進のѹ

力になる仕みを、主にཧ৬Ҏ上

を対に導入する。一方で、ै һۀ

が安心して変化できる仕みの導入

も人事の仕事だ。たとえば、ු いた

残ۀ代をインセンテΟブへと変えて

ؐ元すること、ܭը的な༗ٳのほか

に、ෆଌの事ଶのときに気݉ねなく

��、Ջ੍やٳめるバοクアοプٳ

分単位で取ಘできる༗ٳなど、ॊೈ

なۈ੍をඋすることなどがؚ

まれる。「それでも」と小ྛࢯは言う。

「まだ、ૣ くؼることがจ化としてࠜ

いたとはいえません。手を؇めれ

ばす͙にٯりしてしまうでしょう」

　ಇき方վֵにۙ道はない。ܧ続す

る力。これもඞਢ݅の１つだ。
KoCaZasIi :osIinaSi_4$4K　ཧࣄ
人ࣄάϧʔプ෭άϧʔプ、人اࣄը෦

খྛྑࢯ
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Works 編集アドバイザー

インターネット

◎1冊 700 円 （消費税込み・送料無料）

ネット書店「富士山マガジンサービス」からのお申し込みとなります。

［お申し込み方法］

［購読料］

http://fujisan.co.jp/pc/works（PC）
http://223223.jp/m/works（モバイル）

電話
0120-223-223（通話料無料 年中無休 24 時間）

No.135　2016.04-05

組織開発の底力

No.133　2015.12-2016.01

人事部の、今、あるべき形

Works 宅配サービスのご案内

定期購読は３回、６回をご指定いただけます（偶数月 10 日発行）。

バックナンバーも含め、1 冊のみのご購読も可能です。

［お問い合わせ先］株式会社 リクルートホールディングス リクルートワークス研究所　http://www.works-i.com　e-mail：works@r.recruit.co.jp　TEL：03-6835-9236　FAX：03-6834-8350　

４月以降、編集部は新体制で走っています。時折

転んでしまいそう！と思うのは、加速がつきすぎ

ているからなのか、逆に歩みが遅すぎるからなの

か。自問自答しながらの編集長２年目です。雇用

再興のシリーズは全４回と決めていますが、まだ

長いトンネルの出口は、見えていません。ですが、

明るく光っている場所が遠くにあることだけは

わかっている（気がします）。こけつまろびつしな

がらも、その明るい場所を目指して、皆様と一緒

に１歩ずつ進んでいきたいと思います。（石原）

『Works』次号（137号）のテーマは

※ご利用に際して、富士山マガジンサービスの利用規約に準じます。

BACK NUMBERS

No.134　2016.02-03

転勤のゆくえ

No.132　2015.10-11

日本型雇用によって
失われたもの

No.130　2015.06-07

プロフェッショナル人材を
「見える化」する

No.128　2015.02-03

5カ国比較“課長”の定義

No.131　2015.08-09

バーチャルリアリティが
人と組織を変える日

No.129　2015.04-05

人事の結論

米国出張でUberを初体験しました。「見知らぬド

ライバーの車に乗ったり、個人情報を登録するの

は怖い」と思いながらも、タクシーがつかまらず、仕

方なく利用することに。使ってみると、その便利さ

に驚きました。目的地までの金額も、ルートも明示

され、Uberのシステムが乗車中は“監視”してく

れている。個人情報登録といっても、名前とクレ

ジットカードナンバーくらいのこと。透明性の担保

と限定的な情報活用、利便性の明確さ、というデー

タ活用の基本をおさえたサービスでした。（入倉）

Don't believe the hippo. Show me the data.（カ

バなんて信じるな。とにかくA/Bテストのデータを

見ようよ）。今Googleをはじめ、データを中心に意思

決定を行う企業では、こんな会話が交わされてい

る。hippoとは、highest paid person's opinion in the 

officeの意。会議室の中の高給取りの意見より、

データを拠り所に未来へ進む時代。Hippo-Driven

からData-Drivenへ。カバもデータバカにならなけ

ればなりません。（藤井）

第 2特集に関するご意見、ご感想

連載に関するご意見、ご感想

●このような基盤を背景に、現状を見て意思決定していくということに共感しますし、

　自身の鍛錬も求められると感じます（コンサルティング）

●頂点からの視座：プロフェッショナルであることの条件は、極めることへの情熱に

　あると思います。どこの世界でも、やはり極めようとする強い意識がプロへの道に

　つながるのだとあらためて感じました（コンサルティング）

●人事が知っておくべき人体の秘密：「ひらめいたアイデアをつぶすのは“誰”か」は、

　人にも当てはまるし、組織にも当てはまります（繊維）

NEXT

No.136 Jun -Jul 2016

人工知能と人の“協業”は、日本で、世界で既に始まっている。目覚ましい進
化を遂げる人工知能は、私たちのどのような“同僚”になり得るのか、働き
方をどう変えるのかに迫る。

同僚は、人工知能（仮題）

前号『Works』135 号（2016.04－05）に
寄せられた読者の声です。

FROM EDITORIAL OFFICE

発行は、2016年8月10日（水）です。

編集後記

特集『組織開発の底力』に関する
ご意見、ご感想

●変化に対応するというより、変化し続けること自体に対応していくことが求められ

　ますが、事業も人事も長年にわたる成長期を通じて培った癖を変えきれないでいま

　す。「解雇をしない日本企業こそ組織開発をすべき」には大いに賛同。幅広い視点から

　の記事で参考になりました（電気機器）

●バブル入社や団塊ジュニア世代が50歳代になる数年後の組織をいかに開発するか

　が課題です。それが人事の役目なのか、現場組織の役目なのか。どちらか片方にすべ

　ての責任があるわけではないですが、欧米にはない組織開発の課題を日本は抱えて

　いると思います（金融）

読者の声
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